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 背景 

製造業における生産プロセスでは、基本的にはそのプロセスによって製造される製品の機

能・品質（Quality）、価格・原価（Cost）、量・時期・納期（Delivery）の 3 つの価値の向上が求

められ、この 3 つの価値要件は QCD と呼ばれる[1]。生産管理は、生産プロセスおよび製品

の QCD を高めるための手段であり、製品の品質や原価、納期についての計画を実現するよ

うに、生産活動全体を効率化させるための管理活動である[2]。生産管理の代表例として、生

産計画、日程計画、設備管理などが挙げられる[3]。生産計画は、販売部門が作成した販売

計画を基にして、ある一定期間に製造部門が各製品をどれだけ生産するかを計画することで

ある。日程計画はスケジューリングとも呼ばれ、生産設備に割り当てられた一定期間の仕事

に対して、人員や設備ごとに作業の開始、終了時刻と作業の順序を決定することである。ま

た、設備管理とは生産設備の運用計画や保守、整備などの処理を行うことである。 

設備管理活動の一環として、生産設備への投資がある。設備投資はいくつかの種類に分

類することができ、新規に開発した製品を生産するための創業投資、現在の設備能力では

需要を満足させることができない場合に行われる増産投資、製品の品質を改良したり、コスト

の削減を図るための改良投資などが存在する[4]。 

船舶の生産プロセスにおいても QCD の向上が重要視されるが、生産プロセスの QCD を

向上させるためには、新規生産設備導入の検討が必要不可欠なものとなっている。しかし、

船舶の生産のような個別受注の生産プロセスでは設備導入の効果を適切に見積もることが

困難である。プラントや造船、重工業などに代表される個別受注生産の形態をとる生産プロ

セスでは、部品点数が膨大で工数が大きく複雑であり、後工程で補修・手直し作業が頻繁に

発生するという特徴のために、新規生産設備がプロセス全体へ及ぼす影響を評価することが

難しくなっているということが原因である。現状では、導入を検討する生産設備が導入対象の

工程に与える影響だけが考慮されていたり、設備管理担当者の勘と経験に基づいて判断さ

れていたりする場合があり、生産プロセス全体へ与えるメリット・デメリットを定量的に評価した

うえで合理的な設備導入が行われているとは言い難い。 

 目的 

本研究では、船舶の生産プロセスにおいて、新規生産設備を導入した際の効果を定量的

に評価することを目的とする。具体的には、生産プロセスで対象とする製品の製造誤差に基
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づく手直し作業を考慮した船舶建造シミュレーションを利用して、新規生産設備導入によるプ

ロセス全体の時間と費用への影響を評価する手法を提案する。 

また、造船所における船舶の曲がりブロックの生産プロセスを対象としたケーススタディに

おいて、具体的な新規生産設備導入の効果について評価する。 

 本論文の構成 

本論文の構成について以下に示す。 

第 1章では、本研究の背景と目的について述べた。 

第 2章では、製造業における生産プロセスの評価に関連する技術、手法や研究について

概観し、本研究の位置づけを示す。 

第 3章では、本研究の提案手法について述べる。 

第 4章では、提案手法をもとに開発した生産プロセスシミュレータについて述べる。 

第 5章では、開発した生産プロセスシミュレータの検証結果について述べる。 

第 6 章では、提案手法を用いた船舶曲がりブロックを対象としたケーススタディについて述

べる。 

第 7章では、提案手法やケーススタディについての考察について述べる。 

第 8章では、本研究の結論と今後の展望について述べる。 
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 はじめに 

本章では、生産プロセスの評価に関する既存研究について述べる。具体的には、種々の

プロジェクト管理手法や、スケジューリングやシミュレーション手法を用いたプロセス評価に関

する研究について概観する。本章の最後に、既存研究を踏まえたうえで本研究の位置付け

について示す。 

 プロジェクト管理手法 

本節では、プロジェクトを管理するための様々な手法について説明する。 

2.2.1 ガントチャート 

ガントチャート[5]は、プロジェクトにおける作業日程の計画を図示したものである。20 世紀

初頭にHenry Ganttによって考案された、スケジューリングに関する最も古典的な手法の 1つ

である。図 2-1 にガントチャートの例を示す。ガントチャートの横軸は期間、縦軸は作業項目

であり、各作業の開始時期から終了時期までを横棒グラフによって書き込むことによって所要

時間を可視化する。 

ガントチャートは作業日程の計画や実績を簡単に把握できるため多種多様なプロジェクト

管理において広く用いられているが、各作業項目間の依存関係や手戻りなどを表現すること

はできない。 

 

 

図 2-1 ガントチャートの例 
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2.2.2 PERT/CPM 

PERT（Program Evaluation and Review Technique）と CPM（Critical Path Method）[6]は、大

規模なプロジェクトを計画・管理するための技法である。 

PERTは、アメリカ海軍における開発スケジュールの管理方式として 1950年代後半に発明

された。PERT では、プロジェクトを達成に必要な作業に分解し、各作業間の依存関係と楽観

的・平均的・悲観的な所要時間を定義したうえで、それをアロー・ダイアグラムと呼ばれるネッ

トワーク図で表現する。図 2-2 にアロー・ダイアグラムの例を示す。図中のノードは作業のマ

イルストーン（開始点および終了点）、リンクは作業、数字は作業の所要時間を表している。

各作業の所要時間とネットワークから、プロジェクト全体の所要時間や各作業の開始・完了時

刻やクリティカルパス、余裕時間などを計算することができる。 

CPMは Du Pont社のプロジェクト計画手法として PERT とほぼ同時期に開発された。CPM

では PERT で求められたクリティカルパス上の所要時間を短縮する必要があるときに用いら

れる手法であり、短縮に必要な費用を考慮したうえでコスト最適化問題を解決する。 

PERT/CPM ではプロジェクトのリソースに関しての制限は与えないため、リソースを考慮し

たプロジェクトの期間について計算することは不可能である。 

 

 

図 2-2 アロー・ダイアグラムの例 

 

2.2.3 山積み・山崩し法 

前述のように、PERTの技法では時間以外の人員、設備などのリソースの制約を対象として

いない。このような資源制約を考慮した日程計画の検討を行うための手法の 1 つに山積み・

山崩し法[7]がある。 



 

 

 

関連研究 

7 

アロー・ダイアグラムで記述されたプロジェクトの日程計画をガントチャートのような時間尺

度を表す形式で表現し、プロジェクトの全期間にわたって同時に行われる作業に必要な資源

の総和を計算する操作を山積みという。山積み操作の例を図 2-3 に示す。図の上側に示さ

れているガントチャートでは、アルファベットは作業項目、括弧内の数字はその作業の所要人

数を表している。また、グレーの部分は作業の余裕時間である。このガントチャートに対応し

た所要人数の山積みの時系列グラフを描くと、図の下側のグラフになる。このプロジェクトの

日程計画では、プロジェクトの中ほどで所要人数がピークをとり、終盤で少なくなることがわか

る。 

 

 

図 2-3 山積み操作の例（文献[7]を参考に作成） 

 

山積み操作を実行した結果に対して、各作業の余裕時間を利用して作業の開始時間を遅

らせることによって、必要な資源の総量の時間変動を平準化することが可能かどうかを考察

する作業が山崩し操作である。図 2-3 に対して山崩し操作を行った結果の一例を図 2-4 に

示す。所要人数の時系列変化が平準化されており、人員の手配が合理的になったことがわ

かる。 
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図 2-4 山崩し操作の例（文献[7]を参考に作成） 

 

2.2.4 フローショップ・ジョブショップスケジューリング問題 

生産設備がどのようにシステムを構成しているかに応じて、生産プロセスのスケジューリン

グ問題はフローショップスケジューリング問題とジョブショップスケジューリング問題[8]に大別

される。 

製品の加工順序にしたがって生産設備を配置し、それを用いて製品を生産する場合のシ

ステムの構成をフローショップと呼ぶ。一般的には、ラインを構成して製品の生産を行ってい

る場合がフローショップである。フローショップの典型的な例を図 2-5 に示す。このようなフ

ローショップを構成する生産設備での製品の加工時間を考慮したうえで、加工対象物の投入

順序を決定する問題はフローショップスケジューリング問題と呼ばれる。 
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図 2-5 フローショップの例 

 

加工対象物によって加工順序が異なる場合は、フローショップのように生産設備を配列し

てジョブを流すことによって製品を生産することはできず、ジョブショップと呼ばれる形態をとる。

ジョブショップでは、加工対象物はそれぞれの加工順序にしたがって生産設備へ搬送され、

加工される。ジョブショップの典型的な例を図 2-6 に示す。このスケジューリング問題はジョブ

ショップスケジューリング問題と呼ばれ、生産設備ごとに生産順序を決定する必要があるため

にフローショップスケジューリング問題よりも複雑な問題となる。 

 

 

図 2-6 ジョブショップの例 

 

このような人手や機械などの生産資源に関する制約を取り入れたスケジューリング問題は、

資源制約付きプロジェクトスケジューリング問題（Resource-Constrained Project Scheduling 

Problem; RCPSP）[9][10]としてモデル化されている。RCPSPでは、仕事間の実行順序制約に

加えて、ある時刻における仕事のリソース消費量の制限が加わった状態で所要時間が最小と

なるようなスケジューリングを行う。 
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 プロセス評価手法に関する研究 

生産プロセスは、時々刻々と状態を変え、故障や手戻りなどの不確実性を含んでいるため、

スケジューリングやそのパフォーマンスの評価にしばしばシミュレーションが用いられる[11]。

本節では、シミュレーションを用いた手法を中心に、プロセスの評価に関する研究について

説明する。 

2.3.1 DSMを用いたプロセス評価に関する研究 

複雑な製品の設計開発プロセスでは、タスク間の関係も組織内の人員の関係も非常に複

雑なものとなるが、2.2 で述べた従来のプロジェクト管理手法であるガントチャート、

PERT/CPMなどでは複雑さに起因する問題を扱うことができない。 

このような複雑な問題に対処するための技術の 1つに DSM (Design Structure Matrix)[12]

がある。DSM は Steward[13]によって 1970 年代に考案された。DSM は、システムの構成要

素とそれらの相互作用を表す行列であり、システムの構造を明らかにすることができるもので

ある。図 2-7は 4つの要素 A, B, C, Dを持つシステムの DSMの例を示している。例えば行

B を横方向に観察すると、列 A および列 D に X マークが付けられており、これは要素 B が

要素 A, Dからの入力を受けることを意味する。また、列 B を縦方向に観察すると、行 Cおよ

び行 D に X マークが付けられており、これは要素 Bが要素 C, D に出力を提供していること

を意味する。このように、DSM はシステムの構成要素間の情報のフローを可視化することが

できる。DSM の要素のパーティショニングや再配置を行うことで、要素間の複雑な依存関係

を考慮したシステムの設計を行うことが可能となる。 

 

 

図 2-7 DSMの例 
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DSMを利用した様々な分野のプロセスの評価に関する研究が実施されている。 

Cho ら[14]は、タスク DSM を利用した製品設計プロセスのシミュレーションを行っている。

設計作業の反復プロセスをモデル化し、反復があるプロセスに有効な作業戦略のヒューリス

ティクスを導入したRCPSPに基づくスケジューリング手法を提案している。提案したシミュレー

ション手法を UAVの設計プロセスに適用し、設計タスクのスケジューリング結果を得た。 

Yangら[15]は製品開発プロセスにおけるタスクの反復と並列作業のスケジュールへの影響

を評価している。タスクの反復と並列作業を製品開発プロセスにおける不確実性ととらえて、

その不確実性がプロジェクトのスケジュールに与える影響を定量的に評価するための DSM

を用いたモデリングと離散イベントシミュレーションの手法を提案している。提案手法を SIM

カードの設計および製造プロセスに適用し、複数の SIMカード開発シナリオのスケジューリン

グを評価した。 

2.3.2 チームのパフォーマンス評価に関する研究 

Jin ら[16]は、VDT (Virtual Design Team)と呼ばれるプロジェクトの組織モデルを提案して

いる。VDT のモデルの概要を図 2-8 に示す。VDT では、プロジェクトの対象となる製品デー

タ、プロセスデータ、組織データを基にしてプロジェクトのモデル化を行う。モデル化されたプ

ロジェクトのシミュレーションを実行することで、アクティビティ間の相互依存関係が組織内の

調整に与える影響や、組織構造やコミュニケーションツールがチームの調整能力やプロジェ

クトのパフォーマンスに与える影響を分析することができる。 
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図 2-8 VDT (Virtual Design Team)のモデルの概要[16] 

 

Suzuki ら[17]は、PMT (Process Management Tool)と呼ばれるビジネスプロセスのモデリン

グおよびシミュレーションのツールを開発している。PMTでは企業を「オペレーティングシステ

ム」のようなものとみなし、様々なアプリケーションがリソースを使用してユーザのリクエストを処

理するものとして捉えている。PMT はこの観点に基づいて、図 2-9 に示すような「クライアン

ト」、「プロセス」、「組織」、「リソース」の 4つのモデルを用いて企業活動をモデル化している。

PMT は自動車製造のプレス成形プロセスに対するケーススタディに適用された。異なる組織

構造を用いてプレス成形プロセスのシミュレーションを行い、それぞれの組織モデルを評価

た。  
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図 2-9 PMT (Process Management Tool)におけるモデル[17] 

 

Moser[18]は、TeamPort[19]を用いて国際共同プロジェクトの設計に関する研究を行って

いる。TeamPort のユーザインタフェースを図 2-10 に示す。TeamPort では、図 2-10 上側に

示す地図上でチームが置かれる位置を定義する。これによって、複数の地域間で協業を行う

際に問題となる時差や賃金水準、勤務時間の差などを考慮することが可能となる。また、図 

2-10 の下側は TeamPort におけるプロジェクトのモデリングツールのユーザインタフェースを

示しているが、TeamPort では「製品」、「アクティビティ」、「フェーズ」、「チーム」の 4 つのモデ

ルを用いてプロジェクトをモデル化する。プロジェクトモデルを利用したシミュレーション機能

も実装されており、シミュレーションの結果としてプロジェクトに要する時間と費用を得ることが

できる。 
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図 2-10 TeamPortのユーザインタフェース[19] 

 

満行ら[20]は、複数の複雑な設計プロジェクトに対して、組織の人員配置を決定する手法

を開発している。各設計プロジェクトをワークフロー形式で記述し、組織モデルはワークフ

ロー内の各タスクに対するスキル値と各プロジェクトの作業の進捗量の重みを表す配属率に

よって定義する。設計プロセスシミュレーションの出力であるプロジェクト終了にかかる時間を
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目的関数として、遺伝的アルゴリズムを用いて配属率を最適化する。これによって組織内の

人員配置の最適化を行っている。ケーススタディにおいて船舶の基本設計プロセスに開発し

た手法を適用し、手法の有用性を示した。 

2.3.3 船舶の建造プロセスシミュレーション 

Mitsuyuki ら[21]は、離散イベントシミュレーションを用いた造船所における生産戦略の設

計方法を提案している。この研究では、使用できる電力のピークカットを行うという状況が想

定されている。船殻ブロックの建造プロセスに提案手法を適用し、使用最大電力を 15%カット

するというシナリオにおいて、人員と工作機械へのタスク割り振りルールの設計を行った。 

青山ら[22][23][24]は、造船工場の持つ機能を整理し、ペトリネットを利用してモデル化し、

造船工場シミュレータを構築している。ペトリネットによって記述した造船工場における生産活

動モデルを図 2-11 に示す。造船工場における生産活動は「変換活動」、「運搬活動」、「停

滞活動」の 3 種類であると定め、ペトリネットの各要素を用いてモデル化している。「変換活動」

は製品に対して形態変化を加える活動であり、加工、組立、搭載などの工程に相当する。

「運搬活動」は製品に対して位置変化を加える活動であり、部品や中間製品を運搬する活動

である。「停滞活動」は製品に対して時間変化を加える活動であり、部品や中間製品をストッ

クヤードに一時的に保管する活動が該当する。 
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図 2-11 ペトリネットによる造船工場における生産活動の表現[22] 

 

佐々木ら[25]は、バーチャルファクトリーを用いた造船用の生産計画システムを開発してい

る。造船におけるバーチャルファクトリーの概要を図 2-12 に示す。造船生産管理システムの

中日程計画データを基にして複数の船を建造するシミュレーションを行う機能と、工場負荷

の平準化機能が実装されている。設計が未確定の船に関しては、過去の実績データから中

日程データを推定する機能も有している。開発したシステムを利用して LPG船の生産計画の

シミュレーションや VLCCの連続建造能力増加の検討を行い、システムの有用性を示した。 
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図 2-12 造船用バーチャルファクトリーの概要[25] 

 

梶原ら[26][27]は、船殻ブロックの組立工程を Max-Plus 代数に基づく線形システムでモデ

ル化し、納期に間に合うようにブロック組立工程の開始日を決定する問題を解決する手法を

提案している。Max-Plus 代数とは max 演算を⊕演算、通常の加算を⊗演算と定義する代数

構造であり、離散事象システムへ応用されている。梶原らはツインタンデム建造方式（建造

ドック内に船舶 2 隻を横に並べて 1 組とし、これを縦に 2 組並べ、計 4 隻を 1サイクルとして

建造する方式）を採用しているある造船所のブロック組立のコンベアラインとストックヤードを

モデル化し、ジャストインタイムでブロック組立工程をスケジューリングする問題の解法を提案

している。提案手法を該当の造船所の実データに適用し、ストックヤードにおけるブロック保

管期間の無駄の削減やストックヤードのオーバーフローを回避できることを示した。 

さらに、梶原らの研究グループ[28][29]は、ブロック組立工程へのプル生産方式の導入の

検討も行っている。ブロック組立工程のプル生産スケジューリング手法を提案し、それを用い

たブロック組立シミュレーションによって、各工程における無駄な待ち時間が減少することや、

ストックヤードに保管するブロックの数が減少することを示した。また、文献[27]にて提案され

た Max-Plus 法では満足できなかったブロック作成順序の制約条件を克服できることを示した。 

2.3.4 製造業への新規技術導入効果の評価に関する研究 

三輪ら[30][31][32]は、製品価値フローという指標を用いて、製品モジュールへの新規技
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術導入が与える影響の分析を行っている。材料、構造、製造プロセスなどの新規技術の導入

に代表される技術的不確実性を伴う新製品開発の初期段階において、製品の構成要素間

の相互関係の不確実性を考慮した製品のモジュール化手法を提案している。汎用ヘアード

ライヤの顧客価値の高い機能について新規技術開発を行うと想定して製品のモジュール化

を行い、開発した手法を用いることで、製品開発時のやり直しの原因となるモジュール間の

フィードバックを軽減できることを示した。 

Zhang ら[33]は、費用を最小化するような生産プロセスの工作機械の最適パラメータの探

索手法を提案している。具体的には、工作機械の作業スピード、スクラップ率、メンテナンスス

ピードをコントロール可能であるとして、生産プロセスシミュレーションにおけるユニットコストを

目的関数とした各パラメータの最適化手法を開発している。 

Mashhadi ら[34]は、AM 技術の導入がサプライチェーンに与える影響を評価した。AM 

(Additive Manufacturing)技術とは、樹脂などの材料による積層造形を可能とする技術のこと

で、これを実現する装置として 3 次元プリンタがある。Mashhadi らは AM 技術が導入された

際にサプライチェーンに起こる変化（軽量な製品、リソース消費の軽減、リードタイムの縮小な

ど）を整理し、製造業者、小売業者、供給業者、消費者をエージェントとした生産・消費プロセ

スのエージェントベースシミュレーションとシステムダイナミクスの手法を構築している。提案手

法を用いたケーススタディを行い、AM技術の導入が製品在庫やリードタイムに与える影響を

計算した。 

 本研究の位置付け 

本章では、一般によく用いられるプロジェクト管理に関する技法や、スケジューリングやシ

ミュレーションを用いたプロセス評価に関する研究について概観した。また、船舶の建造プロ

セスのシミュレーションや、新規技術を導入した際の製品モジュールやサプライチェーンに与

える影響について考慮した研究について述べた。 

2.3.1 や 2.3.2 で説明した研究では、プロセスの反復や手戻り、トラブルなどの不確実性を

考慮したうえでプロセスを詳細にモデル化し、シミュレーションによってプロセスを定量的に評

価している。本研究ではこれらの研究と同様の考え方に基づいて船舶の生産プロセスの定

量的な評価を行う。しかし、ここで挙げた研究におけるプロセスでの手戻りやトラブルによる追

加作業発生のモデルでは、船舶建造プロセスにおける部材の工作精度の不良による手直し

を表現することが難しい。そこで本研究では、生産プロセスの各工程では製品に製造誤差が
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不確かさをもって蓄積されてゆくとして、その誤差に基づく手直し作業を考慮した生産プロセ

スシミュレーションによって生産プロセスを評価する。 

2.3.3 や 2.3.4 で説明した研究では、船舶の建造プロセスのシミュレーションや新規技術導

入による製造プロセスへの影響の評価が行われているが、新規生産設備が生産プロセスへ

与える影響は様々であり、それを定量的に評価することは難しい。そこで本研究では、生産

設備を製造業の QCD（品質・コスト・納期）に影響し得るものとしてとらえ、前述した生産プロ

セスの評価方法を用いることによって生産設備導入による船舶建造プロセスのパフォーマン

スの変化が測れるような枠組みとしている。また、生産設備導入による効果は工場の特徴（作

業スペースが広い・狭いなど）や組織の特徴（技術レベルが高い・低いなど）によっても変化

すると考えられるが、これらの特徴の違いによる設備導入効果の変化を定量的に示した研究

は存在しない。本研究ではこれらの特徴の違いによる効果の変化をケーススタディで定量的

に示す。 

以上をまとめると、本研究の新規性は以下の 2つである。 

 

 船舶建造プロセスにおける部材の工作精度不良による手直しを考慮した、生産プロ

セスシミュレーションの手法を提案する。 

 工場や組織の特徴の違いによる生産設備導入効果の変化を定量的に示す。 
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 はじめに 

本章では、本研究における提案手法について述べる。具体的には、生産プロセスの評価

を行うための生産プロセスシミュレーションと、それを用いた新規生産設備導入効果の評価の

方法について詳細に記述する。 

提案手法は、製造業の中でも個別受注生産の形態をとる船舶の生産プロセスを対象とし

ている。個別受注生産ではその生産プロセスが大規模で複雑なものが多く、中間部品の製

造誤差などが要因で後工程での手直し作業が発生することが特徴として挙げられる。 

また、船舶の生産プロセスにおける生産設備は、以下の 3 つの事項に影響を及ぼすもの

であると考えられる。 

 

 作業スピード 

（例： 溶接作業において、手動溶接機から自動溶接機に変更すると作業スピードが

向上する） 

 ランニングコスト 

（例： 溶接作業において、ガス溶接機からレーザ溶接機に変更すると消費電力の増

加により単位時間あたりのランニングコストが増加する） 

 部品の製造誤差 

（例： 切断作業において、ガス切断機からレーザ切断機に変更すると熱影響の軽減

により部品の製造誤差が減少する） 

 

よって、提案手法ではこれらの事項を考慮することが可能な船舶の生産プロセスのモデル

化と生産プロセスシミュレーションを構築する。 

 提案手法の概要 

提案手法の概要を図 3-1に示す。 

提案手法では、まず生産プロセスで対象となる製品、ワークフロー、組織の 3 つのモデル

を作成する。製品モデルは、生産プロセスで製造する製品 1つの情報を表し、部品や中間部

品とそれらの依存関係から定義される。ワークフローモデルは、その製品 1 つを生産するた

めの作業内容を表し、タスクとタスク間の依存関係によって定義される。また、組織モデルは、
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ワークフローを実行する人員および設備の情報を表し、モデル内で単位時間あたりのそのリ

ソースの利用コストやタスクに対するスキル値と誤差の発生確率が定義される。また、定義し

た組織モデルの設備のパラメータを変化させることにより、新規生産設備導入後の組織モデ

ルを作成する。 

以上の入力情報を基に、製品の製造誤差に基づく手直し作業を考慮した生産プロセスの

モンテカルロシミュレーションを、各組織モデルについて実行する。各組織モデルについて、

シミュレーションの結果として得られる生産プロセスの所要時間と合計費用を比較することに

よって、新規生産設備導入による生産プロセスへの影響を定量的に評価する。 

 

 

図 3-1 提案手法の概要 
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 生産プロセスのモデル化 

本節では、生産プロセスの評価を行うためのシミュレーションで入力情報として用いる製品、

ワークフロー、組織の 3 つモデルの詳細について述べる。それぞれのモデルは、先行研究

[18][20][21]を参考に構築した。 

3.3.1 製品モデル 

製品モデルは、生産プロセスで製造の対象となる製品 1 つを表すものである。1 つの製品

は、複数の部品を要素とする木構造からなり、それぞれの部品間には依存関係が定義される。

製品モデルは、文献[18]でも同様の構造を持っている。製品モデルの部品とその依存関係

を表した例を図 3-2 に示す。図中に示した「製品 A」は、「鋼板（小）1」と「鋼板（小）2」という 2

つの部品を溶接して製作される「鋼板（大）」という部品と、2つの「小型部品1」、「小型部品2」

という部品から構成される。本研究の製品モデルでは、生産プロセスの途中で製造される中

間部品や最終製品も 1 つの部品として、末端の部品と同一視する。すなわち、図の例で示し

た 1 つの製品では、「製品 A」、「鋼板（小）1」、「鋼板（小）2」、「鋼板（大）」、「小型部品 1」、

「小型部品 2」の 6つが部品として定義されるということを意味する。 

部品間の矢印はそれらの依存関係を表している。図の例では、「製品 A」は「鋼板（大）」、

「小型部品 1」、「小型部品 2」に、「鋼板（大）」は「鋼板（小）1」と「鋼板（小）2」に依存している

ということを示している。部品間の依存関係は、シミュレーションにおける各部品の誤差の総

量の計算に用いられる。 
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図 3-2 製品モデルの部品と依存関係の例 

 

1 つの部品が持つ属性の一覧を表 3-1 に示す。各部品には依存関係の他に、誤差の許

容値という属性が定義される。シミュレーションの実行中には各部品の誤差の値が更新され、

これらの値はシミュレーション内での手直し作業発生の判定に用いられる。 

 

表 3-1 部品の属性 

 属性 説明 

シミュレーション前に

定義される属性 

部品番号 各部品に与えられる一意の番号を表す。 

依存する部品の

部品番号群 

この部品が依存する部品の部品番号の集合

を表す。シミュレーション内での誤差の総量

の計算に用いられる。 

誤差の許容値 
誤差の許容値を表す。シミュレーション内

での手直し作業発生の判定に用いられる。 

シミュレーション中に

更新される属性 
誤差 

現在の誤差の値を表す。シミュレーション

内での誤差の総量の計算に用いられる。 
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3.3.2 ワークフローモデル 

ワークフローモデルは、製品 1つを生産するための作業内容を表し、製品モデル 1つに対

してワークフローモデル 1 つが定義される。1 つのワークフローは、複数のタスクとそれらの依

存関係から構成され、PERT のアロー・ダイアグラムの形式で記述する。ワークフローモデル

のタスクとその依存関係を表した例を図 3-3 に示す。図で示したワークフローは「切断」、「取

付 1」、「取付 2」、「溶接 1」、「溶接 2」、「運搬」の合計 6 つのタスクからなり、タスク間の矢印

はそれらの依存関係を表している。例えば、「取付 1」タスクは「切断」タスクに依存しており、

「切断」タスクが終了するまでは「取付 1」タスクを開始できないということを意味する。 

 

 

図 3-3 ワークフローモデルのタスクと依存関係の例 

 

1 つのタスクが持つ属性の一覧を表 3-2 に示す。タスクは依存するタスクの情報の他に、

工数、手直し作業の工数、対象とする部品の集合といった情報を持つ。シミュレーションの実

行中には、タスクに割り当てられた人員と設備のスキル値に基づいて残り工数を減らし、状態

の更新が行われることによって、タスクの実行が表現される。 
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表 3-2 タスクの属性 

 属性 説明 

シミュレーション前に

定義される属性 

ワークフロー 

番号 

タスクが所属するワークフローの番号を表

す。ワークフロー番号は各ワークフローに対

して一意に与えられる。 

ワークフローの

優先度 

所属するワークフローの優先度を表す。一

度のシミュレーションで複数のワークフロー

を実行する場合は、各ワークフローの優先度

を定義する。値が小さいほど優先度が高い。 

タスク番号 各タスクに与えられる一意の番号を表す。 

依存するタスク

のタスク番号群 

このタスクが依存するタスクのタスク番号

の集合を表す。タスクの開始可能判定に用い

られる。 

工数 タスク終了に必要な総作業量を表す。 

手直し作業の 

工数 

手直し作業が発生した場合に追加される作

業量を表す。 

対象とする部品

の部品番号群 

タスク実行中に誤差が発生した場合に、誤

差が増加する部品の部品番号の集合を表す。 

シミュレーション中に

更新される属性 

状態 

タスクの現在の状態を表す。NONE（開始

不可）、READY（開始可能）、RUNNING（実

行中）、FINISHED（完了）の 4つからなる。 

残り工数 タスク終了に必要な残り工数を表す。 

最早開始時刻 
タスクが最も早く開始できる時刻を表す。

単位時間ごとに PERTによって計算される。 

最遅開始時刻 

遅くともタスクを開始しなければならない

時刻を表す。単位時間ごとに PERTによって

計算される。 

担当人員番号 割り当てられた人員の番号を表す。 

担当設備番号 割り当てられた設備の番号を表す。 
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3.3.3 組織モデル 

組織モデルは、ワークフローを実行するリソース（人員および設備）の情報を表す。1 つのリ

ソースが持つ属性の一覧を表 3-3 に示す。人員と設備は、どちらも単位時間あたりの利用コ

スト、各タスクに対するスキル値、各タスクに対する誤差発生確率といった属性を持つ。 

 

表 3-3 リソース（人員および設備）の属性 

 属性 説明 

シミュレーション前に

定義される属性 

リソース番号 
リソースに対して一意に与えられる番号を

表す。 

リソースの種類 人員（h）または設備（m）を表す。 

単位時間あたり

の費用 

リソースがタスクを実行した際にかかる単

位時間あたりの費用を表す。 

各タスクに 

対するスキル値 

リソースが割り当てられた際の各タスクの

単位時間あたりの作業量を表す。 

各タスクに対す

る誤差発生確率 

リソースが割り当てられた際の各タスクで

単位時間あたりに誤差が発生する確率を表

す。 

シミュレーション中に

更新される属性 
状態 

リソースの現在の状態を表す。FREE（タ

スク待機中）、WORKING（タスク実行中）の

2つからなる。 
 

 

図 3-2 のワークフローに対して定義した組織モデルの例を表 3-4 に示す。表に示した組

織モデルでは、2 人の人員と 3 つの設備が定義されており、それぞれに単位時間あたりの費

用が定義され、タスクごとにスキル値と誤差発生確率が設定されている。スキル値が 0に設定

されている場合は、そのリソースは該当のタスクを実行できないということを表している。 これ

らのパラメータによって、人員であれば技術レベルを、設備であれば機械の特性を表現する

ことが可能である。 
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表 3-4 組織モデルの例 

リソース 種類 費用 

[¥/h] 

（スキル値, 誤差発生確率） 

切断 取付 1 取付 2 溶接 1 溶接 2 運搬 

作業者 1 h 1,500 (1, 0.1) (2, 0.1) (2, 0.1) (1, 0.2) (1, 0.2) (1, 0) 

作業者 2 h 2,000 (1, 0.1) (1, 0.1) (1, 0.1) (0, 0) (0, 0) (1, 0) 

切断機 m 500 (1, 0.1) (0, 0) (0, 0) (0, 0) (0, 0) (0, 0) 

溶接機 m 1,000 (0, 0) (1, 0.1) (1, 0.1) (1, 0.1) (1, 0.1) (0, 0) 

クレーン m 1,500 (0, 0) (0, 0) (0, 0) (0, 0) (0, 0) (1, 0) 
 

 

 生産プロセスシミュレーション 

本節では、3.3 で説明した製品、ワークフロー、組織の 3 つのモデルを利用して、生産プロ

セスの評価を行うための生産プロセスシミュレーションの詳細について述べる。本研究におけ

る生産プロセスシミュレーションでは、先行研究[20][21]のチーム作業シミュレーションを参考

に生産プロセスにおける作業をモデル化し、製品の製造誤差に基づいた手直し作業のモデ

ルを導入した。合計𝑁個の製品をリソース（人員と設備）を用いて連続的に製造するとして生

産プロセスシミュレーションの説明を行う。 

3.4.1 説明に用いる記号 

本研究の生産プロセスシミュレーションの説明に用いる記号の一覧を表 3-5 と表 3-6に示

す。 
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表 3-5 説明に用いる記号（シミュレーション実行前に定義されるもの） 

記号 説明 

𝐶 すべての部品の集合 

𝐶𝑑𝑒𝑝𝑒𝑛𝑑,𝑐 部品𝑐(∈ 𝐶)が依存する部品の集合 

𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑙𝑖𝑚𝑖𝑡,𝑐 部品𝑐(∈ 𝐶)の誤差の許容値 

𝑊 すべてのワークフローの集合 

𝐽 すべてのタスクの集合 

𝑤𝑗 タスク𝑗(∈ 𝐽)が所属するワークフロー (𝑤𝑗 ∈ 𝑊) 

𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟𝑖𝑡𝑦𝑗 タスク𝑗(∈ 𝐽)が所属するワークフローの優先度 

𝐽𝑑𝑒𝑝𝑒𝑛𝑑,𝑗 タスク𝑗(∈ 𝐽)が依存するタスクの集合 

𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑖𝑛𝑖𝑡,𝑗 タスク𝑗(∈ 𝐽)の工数 

𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑎𝑑𝑑,𝑗 タスク𝑗(∈ 𝐽)の手直し作業の工数 

𝐶𝑡𝑎𝑟𝑔𝑒𝑡,𝑗 タスク𝑗(∈ 𝐽)が対象とする部品の集合 

𝐻 すべての人員の集合 

𝑀 すべての設備の集合 

𝑐𝑜𝑠𝑡𝑟 リソース𝑟(∈ 𝐻 ∪𝑀)の単位時間あたりにかかる費用 

𝑠𝑘𝑖𝑙𝑙𝑟,𝑗 リソース𝑟(∈ 𝐻 ∪𝑀)のタスク𝑗(∈ 𝐽)に対するスキル値 

𝑝𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟,𝑟,𝑗 リソース𝑟(∈ 𝐻 ∪𝑀)のタスク𝑗(∈ 𝐽)における誤差発生確率 

𝑛𝑙𝑖𝑚𝑖𝑡 単位時間に実行できるワークフローの数の最大値 
 



 

 

 

提案手法 

30 

表 3-6 説明に用いる記号（シミュレーション実行中に更新されるもの） 

記号 説明 

𝑡 シミュレーションにおける時刻 

𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑐(𝑡) 時刻𝑡における部品𝑐(∈ 𝐶)の誤差 

𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑐(𝑡) 時刻𝑡における部品𝑐(∈ 𝐶)の誤差の総量 

𝑊𝑟𝑢𝑛 現在の実行中のワークフローの集合 

𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 
現在のタスク𝑗(∈ 𝐽)の状態 

(𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗(𝑡) ∈ {𝑁𝑂𝑁𝐸, 𝑅𝐸𝐴𝐷𝑌, 𝑅𝑈𝑁𝑁𝐼𝑁𝐺, 𝐹𝐼𝑁𝐼𝑆𝐻𝐸𝐷}) 

𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑟𝑒𝑚𝑎𝑖𝑛,𝑗(𝑡) 時刻𝑡におけるタスク𝑗(∈ 𝐽)の残り工数 

𝑒𝑠𝑡𝑗(𝑡) 時刻𝑡におけるタスク𝑗(∈ 𝐽)の最早開始時刻 

𝑙𝑠𝑡𝑗(𝑡) 時刻𝑡におけるタスク𝑗(∈ 𝐽)の最遅開始時刻 

ℎ𝑗 タスク𝑗に割り当てられた人員 

𝑚𝑗 タスク𝑗に割り当てられた設備 

𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,𝑟 
現在のリソース𝑟(∈ 𝐻 ∪𝑀)の状態 

(𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,𝑟(𝑡) ∈ {𝐹𝑅𝐸𝐸,𝑊𝑂𝑅𝐾𝐼𝑁𝐺}) 

𝑇 シミュレーションの終了時刻 

𝑐𝑜𝑠𝑡𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(𝑡) 時刻𝑡までにかかった費用の合計 
 

 

3.4.2 シミュレーション開始前の設定 

シミュレーションを開始する前に、𝑁個の製品モデルとそれに対応する𝑁個のワークフロー

モデルを 3.3.1および 3.3.2の記述に基づいて定義する。その後、ワークフローを実行する組

織モデルを 3.3.3の記述に基づいて定義する。 

実際の生産現場では、工場や作業場所の制約のために同時並行で製造できる製品の数

が制限される場合がある。例えば航空機組立工場や造船所などの大型な製品を製造する現

場では、中間部品の一時保管スペースの制限や組立・建造スペースの制限が存在する。以

上のような制限をシミュレーションで考慮するために、単位時間に実行できるワークフローの

数の最大値𝑛𝑙𝑖𝑚𝑖𝑡を設定する。 

以上のシミュレーション開始前の設定作業は、表 3-5 に示された変数の値を定義すること

に相当する。 
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3.4.3 シミュレーションの流れ 

生産プロセスシミュレーションの流れを図 3-4に示す。本項では図 3-4の各項目について

順を追って説明する。 

 

 

図 3-4 生産プロセスシミュレーションの流れ 

 

1. 初期設定 

シミュレーション開始直後に、シミュレーションの現在の時刻𝑡を𝑡 = 0とする。 

また、初期化処理として式(3.1), (3.2), (3.3), (3.4), (3.5)のようにそれぞれの値を定める。式
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(3.1)はすべての部品の誤差の初期値は 0 であることを示している。式(3.2)は各ワークフロー

の先頭タスク（依存するタスクが存在しないタスク）の状態を「開始可能」に、それ以外のタスク

の状態を「開始不可」にすることを示している。式(3.3)はすべてのタスクの残り工数をタスクの

工数で初期化することを示している。式(3.4)はすべてのリソースの状態を「タスク待機中」に

することを示している。式(3.5)はシミュレーション開始直後の合計費用は 0であることを示して

いる。 

 

𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑐(0) = 0 (∀𝑐 ∈ 𝐶) (3.1) 

𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = {
𝑁𝑂𝑁𝐸 (𝐽𝑑𝑒𝑝𝑒𝑛𝑑,𝑗 ≠ ∅)

𝑅𝐸𝐴𝐷𝑌 (𝐽𝑑𝑒𝑝𝑒𝑛𝑑,𝑗 = ∅)
 (3.2) 

𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑟𝑒𝑚𝑎𝑖𝑛,𝑗(0) = 𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑖𝑛𝑖𝑡,𝑗 (∀𝑗 ∈ 𝐽) (3.3) 

𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,𝑟 = 𝐹𝑅𝐸𝐸 (∀𝑟 ∈ 𝐻 ∪𝑀) (3.4) 

𝑐𝑜𝑠𝑡𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(0) = 0 (3.5) 

 

2. 開始可能状態のタスクと空いている人員・設備の抽出 

時刻𝑡において「開始可能」状態のタスクの集合𝐽𝑟𝑒𝑎𝑑𝑦(𝑡)と「タスク待機中」状態の人員

𝐻𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡)および設備𝑀𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡)をそれぞれ式(3.6), (3.7), (3.8)により求める。 

 

𝐽𝑟𝑒𝑎𝑑𝑦(𝑡) = {𝑗 ∈ 𝐽|𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = 𝑅𝐸𝐴𝐷𝑌} (3.6) 

𝐻𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡) = {ℎ ∈ 𝐻|𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,ℎ = 𝐹𝑅𝐸𝐸} (3.7) 

𝑀𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡) = {𝑚 ∈ 𝑀|𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,𝑚 = 𝐹𝑅𝐸𝐸} (3.8) 

 

3. タスクの優先度に基づく人員・設備の割り当て 

タスクの優先度とリソースの優先度を計算し、集合𝐽𝑟𝑒𝑎𝑑𝑦(𝑡)に属する各タスクに、優先度が

高い順に𝐻𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡)に属する人員および𝑀𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡)に属する設備をそれぞれ 1 つずつ割り当て

る操作を行う。 

まず、タスクの優先度が高い順に𝐽𝑟𝑒𝑎𝑑𝑦(𝑡)のタスクを並び替える。タスク𝑗
𝑎, 𝑗𝑏の間の優先

度の高低は以下のように判定する。つまり、所属するワークフローの優先度が高いタスクの方

がより優先度が高く、ワークフローの優先度が等しい場合は PERT における全余裕時間が小

さいタスクの方がより優先度が高いと判定する。 
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 𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟𝑖𝑡𝑦𝑗𝑎 < 𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟𝑖𝑡𝑦𝑗𝑏のとき、タスク𝑗
𝑎の方が優先度が高い。 

 𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟𝑖𝑡𝑦𝑗𝑎 > 𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟𝑖𝑡𝑦𝑗𝑏のとき、タスク𝑗
𝑏の方が優先度が高い。 

 𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟𝑖𝑡𝑦𝑗𝑎 = 𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟𝑖𝑡𝑦𝑗𝑏のとき、式(3.9)で表される𝑡𝑓𝑗(𝑡)の値が小さいタスクの方が優

先度が高い。 

 

𝑡𝑓𝑗(𝑡) = 𝑙𝑠𝑡𝑗(𝑡) − 𝑒𝑠𝑡𝑗(𝑡) (3.9) 

 

次に、リソースの優先度が高い順に𝐻𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡)の人員および𝑀𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡)の設備を並び替える。

リソースについては、式(3.10)で表されるスキル値の総和𝑠𝑘𝑖𝑙𝑙𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑟が小さい方がより優先度

が高いと判定する。 

 

𝑠𝑘𝑖𝑙𝑙𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑟 =∑𝑠𝑘𝑖𝑙𝑙𝑟,𝑗
𝑗∈𝐽

 (3.10) 

 

並び替え操作終了後の𝐽𝑟𝑒𝑎𝑑𝑦(𝑡), 𝐻𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡),𝑀𝑓𝑟𝑒𝑒(𝑡)をそれぞれ𝐽
∗ = {𝑗1, … , 𝑗𝑛(𝐽

∗)}, 𝐻∗ =

{ℎ1, … , ℎ𝑛(𝐻
∗)},𝑀∗ = {𝑚1, … ,𝑚𝑛(𝑀∗)}とすると、タスクに対するリソースの割り当て操作は次

に示すアルゴリズムで実行される。単位時間に実行できるワークフローの数の制限の下で、タ

スクの優先度が高い順にタスクを 1 つずつ取り出し、優先度が高い順に割り当て可能な人員

および設備を探索し、両方とも見つかればリソースの割り当てを行うという操作を繰り返してい

る。 

ここで、タスク𝑗がワークフローの実行数の制限を満たすとは、式(3.11)が成り立つことを意

味する。 

 

𝑛({𝑤𝑗} ∪𝑊𝑟𝑢𝑛) ≤ 𝑛𝑙𝑖𝑚𝑖𝑡 (3.11) 

 

また、リソース𝑟がタスク𝑗に対して割り当て可能であるとは、リソースの該当タスクに対するス

キル値が 0 より大きいことを指し、式(3.12)が成り立つことを意味する。 

 

𝑠𝑘𝑖𝑙𝑙𝑟,𝑗 > 0 (3.12) 
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 タスクに対するリソースの割り当てアルゴリズム 

𝑖 ← 1 

while 𝑖 ≤ 𝑛(𝐽∗) and 𝐻∗,𝑀∗ ≠ ∅ do 

    if タスク𝑗𝑖がワークフローの実行数の制限を満たす then 

        𝑘, 𝑙 ← 1, ℎ∗, 𝑚∗ ← 𝑒𝑚𝑝𝑡𝑦 

        while 𝑘 ≤ 𝑛(𝐻∗) and ℎ∗ = 𝑒𝑚𝑝𝑡𝑦 do 

            if 人員ℎ𝑘がタスク𝑗𝑖に対し割り当て可能 then 

                ℎ∗ ← ℎ𝑘 

            endif 

            𝑘 ← 𝑘 + 1 

        endwhile 

        if ℎ∗ ≠ 𝑒𝑚𝑝𝑡𝑦 then 

            while 𝑙 ≤ 𝑛(𝑀∗) and 𝑚∗ = 𝑒𝑚𝑝𝑡𝑦 do 

                if 設備𝑚𝑙がタスク𝑗𝑖に対し割り当て可能 then 

                    𝑚∗ ← 𝑚𝑙 

                endif 

                𝑙 ← 𝑙 + 1 

            endwhile 

            if 𝑚∗ ≠ 𝑒𝑚𝑝𝑡𝑦 then 

                ℎ∗, 𝑚∗をタスク𝑗𝑖に割り当て 

                𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗𝑖 ← 𝑅𝑈𝑁𝑁𝐼𝑁𝐺 

                𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,ℎ∗ , 𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,𝑚∗ ← 𝑊𝑂𝑅𝐾𝐼𝑁𝐺 

                ℎ∗, 𝑚∗をそれぞれ𝐻∗,𝑀∗から取り除く 

if 𝑤𝑗𝑖 ∉ 𝑊𝑟𝑢𝑛 then 

    𝑤𝑗𝑖を𝑊𝑟𝑢𝑛に含める 

                endif 

            endif 

        endif 

    endif 

    𝑖 ← 𝑖 + 1 

endwhile 
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4. タスクの残り工数と費用の更新 

式(3.13)によりタスクの残り工数を更新する。「実行中」状態のタスクの残り工数を割り当てら

れたリソースのスキル値に基づいて減らす。また、式(3.14)により「タスク実行中」状態のリソー

スの単位時間当たりの費用を合計費用に加算する。ここで、式(3.15)は「実行中」状態のタス

クの集合を、式(3.16)は「タスク実行中」状態のリソースの集合を示す。 

 

𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑟𝑒𝑚𝑎𝑖𝑛,𝑗(𝑡) =

{
 
 

 
 
𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑟𝑒𝑚𝑎𝑖𝑛,𝑗(𝑡 − 1) − 𝑠𝑘𝑖𝑙𝑙ℎ𝑗 ∙ 𝑠𝑘𝑖𝑙𝑙𝑚𝑗

(𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑢𝑛𝑛𝑖𝑛𝑔(𝑡))

𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑟𝑒𝑚𝑎𝑖𝑛,𝑗(𝑡 − 1)

(𝑗 ∉ 𝐽𝑟𝑢𝑛𝑛𝑖𝑛𝑔(𝑡))

 

(3.13) 

𝑐𝑜𝑠𝑡𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(𝑡) = 𝑐𝑜𝑠𝑡𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(𝑡 − 1) + ∑ 𝑐𝑜𝑠𝑡𝑟
𝑟∈𝑅𝑤𝑜𝑟𝑘𝑖𝑛𝑔(𝑡)

 (3.14) 

𝐽𝑟𝑢𝑛𝑛𝑖𝑛𝑔(𝑡) = {𝑗 ∈ 𝐽|𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = 𝑅𝑈𝑁𝑁𝐼𝑁𝐺} (3.15) 

𝑅𝑤𝑜𝑟𝑘𝑖𝑛𝑔(𝑡) = {𝑟 ∈ 𝐻 ∪𝑀|𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,𝑟 = 𝑊𝑂𝑅𝐾𝐼𝑁𝐺} (3.16) 

 

5. 部品の誤差値の更新と手直し作業の判定 

部品の誤差値の更新と手直し作業判定の流れを図 3-5に示す。 
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図 3-5 部品の誤差値の更新と手直し作業判定の流れ 

 

まず、対象とする部品の誤差値の更新が式(3.17)で表される「実行中」状態のタスクの集合

𝐽𝑟𝑢𝑛𝑛𝑖𝑛𝑔(𝑡)に対して実行される。タスク𝑗では式(3.18)の確率𝑝𝑗で誤差が発生する。つまり、割

り当てられた人員・設備の少なくともどちらか一方で誤差が発生した場合にタスク𝑗で誤差が

発生したと判定される。 

部品の誤差値の更新アルゴリズムを以下に示す。タスク𝑗で誤差が発生した場合、タスク𝑗が

対象とする部品の誤差値が 1単位増加する。 

 

𝐽𝑟𝑢𝑛𝑛𝑖𝑛𝑔(𝑡) = {𝑗 ∈ 𝐽|𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = 𝑅𝑈𝑁𝑁𝐼𝑁𝐺} (3.17) 

𝑝𝑗 = 1 − (1 − 𝑝𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟,ℎ𝑗,𝑗) ∙ (1 − 𝑝𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟,𝑚𝑗,𝑗) 
(3.18) 
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 部品の誤差値の更新アルゴリズム 

𝐽𝑟𝑢𝑛𝑛𝑖𝑛𝑔(𝑡) = {𝑗
1, … , 𝑗𝑛}, 𝑖 ← 1 

while 𝑖 ≤ 𝑛 do 

    if タスク𝑗𝑖で誤差が発生した then 

        𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑐 ← 𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑐 + 1 (∀𝑐 ∈ 𝐶𝑡𝑎𝑟𝑔𝑒𝑡,𝑗𝑖) 

    endif 

    𝑖 ← 𝑖 + 1 

endwhile 

 

続いて、手直し作業発生の判定を行う。時刻𝑡における部品𝑐の誤差の総量𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑐(𝑡)

は、部品𝑐自身の誤差と部品𝑐が依存する部品の誤差の総量の総和で表され、式(3.19)で計

算される。「実行中」状態のタスクの集合𝐽𝑟𝑢𝑛𝑛𝑖𝑛𝑔(𝑡)内のタスク𝑗について、式(3.20)が成り立

つ場合は手直し作業が発生したと判定し、残り工数𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑟𝑒𝑚𝑎𝑖𝑛,𝑗(𝑡)に手直し作業の工

数𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑎𝑑𝑑,𝑗を加算する。つまり、タスクが対象とする部品のうちいずれかの誤差の総量

が許容値を超えた場合に、手直し作業が行われる。手直し作業の工数の加算は各タスクに

ついて最大 1回である。 

 

𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑐(𝑡) = 𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑐(𝑡) + ∑ 𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑐′(𝑡)

𝑐′∈𝐶𝑑𝑒𝑝𝑒𝑛𝑑,𝑐

 (3.19) 

𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑐(𝑡) > 𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑙𝑖𝑚𝑖𝑡,𝑐  (∃𝑐 ∈ 𝐶𝑡𝑎𝑟𝑔𝑒𝑡,𝑗) (3.20) 

 

6. タスクの状態の更新 

まず、「実行中」状態のタスクの中で、残り工数が 0 以下になったタスクの状態を「完了」に

変更し、そのタスクに割り当てられているリソースの状態を「タスク待機中」に変更する。これら

の操作は式(3.21), (3.22)で表させる。ただし式(3.23)は「実行中」状態のタスクの中で、残り工

数が 0以下になったタスクの集合を表す。 
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𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = 𝐹𝐼𝑁𝐼𝑆𝐻𝐸𝐷 (∀𝑗 ∈ 𝐽𝑓𝑖𝑛𝑖𝑠ℎ(𝑡)) 
(3.21) 

𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,ℎ𝑗 , 𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑟𝑒𝑠𝑜𝑢𝑟𝑐𝑒,𝑚𝑗
= 𝐹𝑅𝐸𝐸 (∀𝑗 ∈ 𝐽𝑓𝑖𝑛𝑖𝑠ℎ(𝑡)) 

(3.22) 

𝐽𝑓𝑖𝑛𝑖𝑠ℎ(𝑡) 

= {𝑗 ∈ 𝐽|(𝑤𝑜𝑟𝑘𝑙𝑜𝑎𝑑𝑟𝑒𝑚𝑎𝑖𝑛,𝑗(𝑡) ≤ 0)⋀(𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = 𝑅𝑈𝑁𝑁𝐼𝑁𝐺)} 

(3.23) 

 

所属するタスクの状態がすべて「完了」になったワークフローは、実行中のワークフローの

集合𝑊𝑟𝑢𝑛から取り除かれる。以上の操作が完了後、「開始不可」状態のタスクの中で、依存

するタスクの状態がすべて「完了」状態になったタスクの状態を「開始可能」に変更する。この

操作は式(3.24)で表される。ただし、式(3.25)は「開始不可」状態のタスクの中で、依存するタ

スクの状態がすべて「完了」状態になったタスクの集合を表す。 

 

𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = 𝑅𝐸𝐴𝐷𝑌 (∀𝑗 ∈ 𝐽𝑔𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑𝑦(𝑡)) (3.24) 

𝐽𝑔𝑒𝑡𝑟𝑒𝑎𝑑𝑦(𝑡) 

= {𝑗 ∈ 𝐽| (𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,∀𝑗′∈𝐽𝑑𝑒𝑝𝑒𝑛𝑑,𝑗 = 𝐹𝐼𝑁𝐼𝑆𝐻𝐸𝐷)⋀(𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = 𝑁𝑂𝑁𝐸)} 

(3.25) 

 

7. シミュレーションの終了判定 

式(3.26)を満たす場合、つまりすべてのタスクが「終了」状態になった場合、終了時刻𝑇を

𝑇 = 𝑡としてシミュレーションを終了する。満たさない場合は時刻𝑡を𝑡 = 𝑡 + 1と更新して 2 に

戻る。 

 

𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑡𝑎𝑠𝑘,𝑗 = 𝐹𝐼𝑁𝐼𝑆𝐻𝐸𝐷 (∀𝑗 ∈ 𝐽) (3.26) 

 

3.4.4 シミュレーションの出力 

シミュレーションの結果として出力される情報は以下の 2つである。 
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 シミュレーションの終了時刻𝑇 

 シミュレーション終了までにかかった費用の合計𝑐𝑜𝑠𝑡𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(𝑇) 

 新規生産設備導入効果の評価 

本研究において、生産設備は生産プロセスにおける QCD（品質・コスト・納期）に影響を与

えるものとして考える。3.4 で説明した生産プロセスシミュレーションでは、組織モデルの中の

設備が生産設備を表現している。以上を踏まえると、既存の生産プロセスに新規に生産設備

を導入することは、それに対応する組織モデル中の設備の品質・コスト・納期に相当するパラ

メータに変更が生じるということを意味する。つまり、生産設備導入後の組織モデルでは、対

象となる設備の単位時間あたりの費用、タスクに対するスキル値と誤差発生確率が変化する。 

したがって、既存の生産プロセスに新規に設備導入をしたときの効果の評価の流れは以

下のようになる。 

 

1. 既存の生産プロセスの製品モデルP、ワークフローモデルW、組織モデルRを作成す

る。 

2. 1 で作成した組織モデルRの中で、生産設備導入の対象となる設備の単位時間あたり

の費用、スキル値、誤差発生確率を変更し、設備導入後の組織モデルR′とする。表 

3-4 に示した組織モデルの例から設備導入後の組織モデルを作成する例を図 3-6 に

示す。既存の組織モデル内の「切断機」を新型のものに変更すると想定する。新型の

「切断機」は従来のものよりも単位時間当たりの作業量が 2倍になるが、単位時間当た

りの費用も 2 倍になるという場合を考える。この場合は、既存の組織モデル内の「切断

機」の費用とスキル値のパラメータをそれぞれ図 3-6 下側のように変更することによっ

て、設備導入後の組織モデルとする。 

3. モデルの組(P,W, R), (P,W, R′)それぞれに対して生産プロセスシミュレーションを𝑁回

実行する。シミュレーションを複数回実行するのは、誤差の発生の判定に乱数が用い

られているためである。 

4. 3 の結果として、それぞれのモデルの組に対して生産プロセス実行にかかった時間と

費用が得られる。得られた時間と費用の平均や標準偏差、分布などの情報を比較す

ることで設備導入による効果を検証する。 
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図 3-6 設備導入後の組織モデル作成の例 
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 はじめに 

本章では、第 3章で説明した生産プロセスのモデル化および生産プロセスシミュレーション

を実行するための機能を実装した生産プロセスシミュレータについて記述する。 

本研究における生産シミュレータは、満行[35]による作業チーム設計支援システムのチー

ム作業シミュレーション機能を変更することによって開発した。作業チーム設計支援システム

および本研究の生産プロセスシミュレータは、Java で記述されているオープンソースの統合

開発環境（IDE）である Eclipse[36]をベースとしたリッチクライアントの開発・実行プラット

フォーム「Eclipse RCP（Eclipse Rich Client Platform）[37]」上に実装されている。生産プロセス

の各モデルの入力機能には、Eclipse 上でモデルをグラフィカルに表示・編集できるフレーム

ワーク「GEF（Graphical Editing Framework）[38]」を利用して開発されている。 

 シミュレーションモデルの入力 

本節では、シミュレーションでの生産プロセスを表現する製品モデル、ワークフローモデル、

組織モデルの入力機能について説明する。入力された各モデルの情報は、図 4-1 に示すよ

うな XML 形式のファイルとして保存することができ、シミュレータを終了しても入力データを

残しておくことが可能である。 
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図 4-1 シミュレーションモデルの情報を保存した XMLファイルの例 
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4.2.1 製品モデルの入力 

製品モデルの入力方法を図 4-2に示す。 

製品モデルを構成する部品をアイコンを用いて入力する。部品アイコン間を矢印で結ぶこ

とによって部品間の依存関係を定義する。また、部品の名前と誤差の許容値を画面右側の

ビューから入力することができる。 

 

 

図 4-2 製品モデル入力の様子 

 

4.2.2 ワークフローモデルの入力 

ワークフローモデルの入力方法を図 4-3に示す。 

製品モデルの入力と同様に、ワークフローモデルを構成するタスクをアイコンを用いて入

力する。タスクアイコン間を矢印で結ぶことによってタスク間の依存関係を定義する。また、タ

スクと部品の間を矢印で結ぶことによってタスクが対象とする部品の情報を定義する。さらに、

タスクの工数および手直し作業の工数を画面右側のビューから入力することができる。 
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図 4-3 ワークフローモデル入力の様子 

 

4.2.3 組織モデルの入力 

組織モデルの入力方法を図 4-4に示す。 

アイコンを用いて組織モデルを追加した後、画面右側のビューから組織モデルに所属する

人員と設備を追加する。人員・設備の単位時間あたりの費用、各タスクに対するスキル値、誤

差発生確率も同様に右側のビューから入力することができる。 
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図 4-4 組織モデル入力の様子 

 

 生産プロセスシミュレーションの実行と結果の出力 

生産プロセスシミュレーションを実行する際には、入力となる製品・ワークフローモデルに

ついて 1度のシミュレーションで連続的に生産する製品の個数と、同時に実行できるワークフ

ローの数の最大値、そしてシミュレーションの反復実行回数を入力する。シミュレーションが

完了すると、図 4-5 に示すように各シミュレーションにおける所要時間と合計費用の値が

CSV形式のファイルで出力される。 
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図 4-5 シミュレーション結果の CSVファイルの例 
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 はじめに 

本章では、提案手法を実装した生産プロセスシミュレータの検証について述べる。単純な

生産プロセスの例を用いて、シミュレーションの結果と解析的な計算結果が一致していること

を示す。ここでは、船舶部材である 1 枚の単板と 1 つのロンジを製作し、それらを溶接して 1

枚のパネルを作る工程を例にとって検証を行う。 

パネル 1枚のみを製作するため、実行されるワークフローの数はただ 1つのみである。よっ

て同時に実行できるワークフローの数の制限は考慮しない。また、シミュレーションの繰り返し

実行回数は 1000回とした。 

 シミュレーションの入力 

本節では、シミュレータの検証に用いる製品モデル、ワークフローモデル、組織モデルに

ついて述べる。 

5.2.1 製品モデルの設定 

シミュレータの検証に用いる製品モデルを図 5-1 に示す。製品モデルは「Panel」、「Plate」、

「Longitudinal」の 3 つの部品から表され、「Panel」は「Plate」および「Longitudinal」に依存して

いる。また、製品モデルの各部品に設定した誤差の許容値を表 5-1に示す。 

 

 

図 5-1 シミュレータ検証用の製品モデル 
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表 5-1 シミュレータ検証用の製品モデルの誤差の許容値 

 

 

5.2.2 ワークフローモデルの設定 

シミュレータの検証に用いるワークフローモデルを図 5-2 に示す。単板の製作、ロンジの

製作、溶接によるパネル製作の 3 つのタスクからなり、パネルの溶接タスクは他の 2 つのタス

クに依存する。また、各タスクの工数、手直し作業の工数および対象とする部品を図 5-2 に

示す。 

 

 

図 5-2 シミュレータの検証用のワークフローモデル 

 

表 5-2 シミュレータの検証用のワークフローモデルの属性 

 

 

許容値
Plate 3
Longitudinal 3
Panel 6

工数
手直し

作業工数
対象とする

部品
Machining (Plate) 5 2 Plate
Machining (Longitudinal) 5 2 Longitudinal
Welding (Panel) 5 2 Panel
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5.2.3 組織モデルの設定 

シミュレータの検証に用いる組織モデルを表 5-3 に示す。組織モデルは 1 人の人員と 2

台の設備からなり、スキル値はすべて 1に、誤差発生確率はすべて 0.2に設定した。 

 

表 5-3 シミュレータの検証用の組織モデル 

 

 

 検証結果 

本節では、設定したモデルを用いたシミュレーションの結果と、シミュレーションの内容を解

析的に計算した結果を比較する。比較には、手直し作業発生パターンごとの事象の発生回

数を用いる。 

5.3.1 シミュレーションの結果 

1000回のシミュレーションの結果を、タスクごとの手直し作業発生パターンの組合せに分け

て表 5-4に示した。 

 

Machining
(Plate)

Machining
(Longitudinal)

Welding
(Panel)

Worker 1 作業者 1000 (1, 0.2) (1, 0.2) (1, 0.2)
Machine 1 工作機械 1000 (1, 0.2) (1, 0.2) (0, 0)
Machine 2 工作機械 1000 (0, 0) (0, 0) (1, 0.2)

種別
単位時間
当たりの

費用

(スキル値, 誤差発生確率)
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表 5-4 検証用のシミュレーションの結果 

 

 

5.3.2 解析的な計算結果 

すべてのタスクにおいて、単位時間当たりに誤差が発生する確率𝑝は等しく、式(5.1)で計

算できる。 

 

𝑝 = 1 − (1 − 0.2) ∙ (1 − 0.2) = 0.36 (5.1) 

 

すべてのタスクにおいて、通常作業（手直し工数を除いた工数：5）完了時に、それぞれの

タスクが対象とする部品の誤差が𝑒(0 ≤ 𝑒 ≤ 5)になる確率を𝑃(𝐸 = 𝑒)とすると、𝑃(𝐸 = 𝑒)は

式(5.2)で表される。 

 

𝑃(𝐸 = 𝑒) = (
5

𝑒
) ∙ 𝑝𝑒 ∙ (1 − 𝑝)5−𝑒 

(5.2) 

 

タスク「Machining (Plate)」（手直し作業の工数：2 を含む）完了時に、部品「Plate」の誤差𝑒

は0 ≤ 𝑒 ≤ 7を満たす。このときの誤差が𝑒(0 ≤ 𝑒 ≤ 7)になる確率を𝑃𝑀𝑃(𝐸 = 𝑒)とすると、

𝑃𝑀𝑃(𝐸 = 𝑒)は𝑃を用いて式(5.3)で表される。 

 

Machining
(Plate)

Machining
(Longitudinal)

Welding
(Panel)

A 無 無 無 698
B 無 無 有 188
C 無 有 無 8
D 無 有 有 47
E 有 無 無 8
F 有 無 有 47
G 有 有 無 0
H 有 有 有 4

回数
手直し作業発生の有無
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𝑃𝑀𝑃(𝐸 = 𝑒)

=

{
 
 

 
 
𝑃(𝐸 = 𝑒)                                                                     (0 ≤ 𝑒 ≤ 3)

𝑃(𝐸 = 4) ∙ (1 − 𝑝)2                                                          (𝑒 = 4)

𝑃(𝐸 = 4) ∙ 2 ∙ 𝑝 ∙ (1 − 𝑝) + 𝑃(𝐸 = 5) ∙ (1 − 𝑝)2      (𝑒 = 5)

𝑃(𝐸 = 4) ∙ 𝑝2 + 𝑃(𝐸 = 5) ∙ 2 ∙ 𝑝 ∙ (1 − 𝑝)                  (𝑒 = 6)

𝑃(𝐸 = 5) ∙ 𝑝2                                                                      (𝑒 = 7)

 

(5.3) 

 

タスク「Machining (Longitudinal)」（手直し作業を含む）完了時に、部品「Longitudinal」の誤

差が𝑒(0 ≤ 𝑒 ≤ 7)になる確率を𝑃𝑀𝐿(𝐸 = 𝑒)とすると、手直し作業の発生パターンはタスク

「Machining (Plate)」と等しくなるため、𝑃𝑀𝐿(𝐸 = 𝑒)は式(5.4)で表される。 

 

𝑃𝑀𝐿(𝐸 = 𝑒) = 𝑃𝑀𝑃(𝐸 = 𝑒) (5.4) 

 

タスク「Welding (Panel)」の通常作業（手直し工数を除いた工数：5）完了時に、部品「Panel」

の誤差が𝑒(0 ≤ 𝑒 ≤ 5)になる確率を𝑃𝑊𝑃(𝐸 = 𝑒)とすると、𝑃𝑊𝑃(𝐸 = 𝑒)は𝑃を用いて式(5.5)

で表される。 

 

𝑃𝑊𝑃(𝐸 = 𝑒) = 𝑃(𝐸 = 𝑒) (5.5) 

 

表 5-4 の各事象が発生するのは以下のような場合である。ただし、𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 , 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙は

それぞれタスク「Machining (Plate)」、「Machining (Longitudinal)」（どちらも手直し作業を含む）

完了時の部品「Plate」、「Longitudinal」の誤差である。また、𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙はタスク「Welding 

(Panel)」の通常作業（手直し工数を除いた工数）完了時の部品「Panel」の誤差の総和であり、

そのときの部品「Panel」の誤差𝑒𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙を用いて式(5.6)で表される。 

 

 事象 A： 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 ≤ 3 ∩ 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 ≤ 3 ∩ 𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 ≤ 6のとき 

 事象 B： 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 ≤ 3 ∩ 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 ≤ 3 ∩ 𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 ≥ 7のとき 

 事象 C： 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 ≤ 3 ∩ 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 ≥ 4 ∩ 𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 ≤ 6のとき 

 事象 D： 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 ≤ 3 ∩ 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 ≥ 4 ∩ 𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 ≥ 7のとき 

 事象 E： 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 ≥ 4 ∩ 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 ≤ 3 ∩ 𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 ≤ 6のとき 

 事象 F： 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 ≥ 4 ∩ 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 ≤ 3 ∩ 𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 ≥ 7のとき 

 事象 G： 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 ≥ 4 ∩ 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 ≥ 4 ∩ 𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 ≤ 6のとき 

 事象 H： 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 ≥ 4 ∩ 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 ≥ 4 ∩ 𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 ≥ 7のとき 
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𝑒𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙,𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 = 𝑒𝑝𝑙𝑎𝑡𝑒 + 𝑒𝑙𝑜𝑛𝑔𝑖𝑡𝑢𝑑𝑖𝑛𝑎𝑙 + 𝑒𝑝𝑎𝑛𝑒𝑙 (5.6) 

 

以上から、各事象が発生する確率と 1000 回の試行時の事象ごとの発生回数の期待値を

求めることができ、計算結果は表 5-5のようになる。 

 

表 5-5 解析的な計算結果 

 

 

5.3.3 検証結果のまとめ 

表 5-4の事象の発生回数と表 5-5の期待値の比較結果を表 5-6に示す。各事象の発生

回数はほぼ等しくなっている。よって、開発したシミュレータの挙動は正しいことが示された。 

 

表 5-6 シミュレーション結果と解析的な計算結果の比較 

 

 

確率 期待値
A 0.701 701
B 0.183 183
C 0.007 7
D 0.049 49
E 0.007 7
F 0.000 49
G 0.049 0
H 0.004 4

回数n1
（シミュレーション）

期待値n2
（解析計算）

差（n2-n1）

A 698 701 3
B 188 183 -5
C 8 7 -1
D 47 49 2
E 8 7 -1
F 47 49 2
G 0 0 0
H 4 4 0
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 はじめに 

本章では、仮想の船舶曲がりブロックの製造プロセスを対象として、提案手法を用いた生

産設備導入前後の生産プロセスの評価を行う。ケーススタディにおけるシミュレーションでは、

船舶 1隻分の曲がりブロック 30個を連続的に生産する。 

生産プロセスに導入を検討する生産設備は曲がり外板の工作精度評価システムである。こ

のシステムの詳細については 6.2.2で説明する。 

ケーススタディ 1では、システムの導入によって生産プロセスのシミュレーション結果がどの

ように変化するかを確認する。また、システム導入による組織モデルのパラメータ変更による

結果の感度を分析する。さらに、シミュレーション結果を利用してシステムの導入コストを含め

た分析を行う。 

ケーススタディ 2 では、工場の作業場所の制約の違いによってシステムの導入効果がどの

ように変化するかを確認する。具体的には、工場の作業スペースの広さの変化によるシミュ

レーション結果の違いを分析する。 

ケーススタディ 3では、人員の技術レベルの違いによってシステムの導入効果がどのように

変化するかを確認する。具体的には、システムの導入対象工程であるぎょう鉄工程の人員の

誤差発生確率の変化によるシミュレーション結果の違いを分析する。 

本ケーススタディにおける船舶曲がりブロック製造プロセスの製品、ワークフロー、組織の

各モデルは、文献[21][39][40][41][42][43]などを参考に作成した。 

 ケーススタディの対象 

本節では、ケーススタディで取り扱う船舶建造プロセスである曲がりブロックとその製造工

程、および想定される工場のレイアウトについて説明する。また、曲がりブロック製造工程に

導入を検討する生産設備である曲がり外板の工作精度評価システムについても述べる。 

6.2.1 対象とする製品および工程 

ケーススタディでは、船舶建造プロセスのうち曲がりブロックの製造工程を対象とする。 

ケーススタディの生産プロセスで生産する製品は船舶曲がりブロックである。一般に大型船

舶は、船体を適当な大きさに分割した中間製品であるブロックを組み立て、ドックでブロックを

搭載して建造するという方法がとられている。これはブロック建造法と呼ばれる。図 6-1 に示
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すような曲がりブロックは、船体の船首尾の曲面で形成される部分を構成するブロックであり、

曲がり外板、ロンジ、トランスなどの部材を溶接により接合することによって製造される。 

 

 

図 6-1 曲がりブロック[39] 

 

対象とする工程は曲がり外板とロンジの加工工程、トランスの小組立工程、ブロックの大組

立工程である。 

曲がり外板の加工工程は部材の切断、プレス、ぎょう鉄からなる。ロンジの加工工程は部材

の切断と、部材の取付・溶接を含むロンジの製作作業からなる。トランスの小組立工程は部材

の切断と、部材の取付・溶接を含むトランスの製作作業からなる。ブロックの大組立工程は外

板板継の配材・仮付と溶接、ロンジの配材・仮付と溶接、トランスの配材・仮付と溶接からなる。 

これらの工程を作業するとした場合に、想定される工場の生産設備のレイアウトを図 6-2

に示す。曲がり外板とロンジの加工工程、トランスの小組立工程、ブロックの大組立工程それ

ぞれにおける作業は、対応するラインの各生産設備を製品が経由することによって実行され

る。 
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図 6-2 ケーススタディで想定する工場のレイアウト 

 

6.2.2 導入を検討する生産設備 

本ケーススタディでは、曲がりブロック製造工程の曲がり外板加工プロセスに、レーザス

キャナによる曲がり外板の工作精度評価システム[44][45]の導入を検討する。 

曲がり外板とは、船首尾の 3次元曲面を構成する鋼板であり、切り出された鋼板をベンディ

ングローラーやプレスを用いた冷間加工によって目標形状に近づけた後、ぎょう鉄と呼ばれ

る加熱による変形を利用した曲げ加工を経て製作される[39]。ぎょう鉄工程では、曲がり外板

の設計形状を表す木型を鋼板にあてがって仕上がり具合を確認しながら、ガスバーナーによ

る加熱と水による冷却を繰り返して外板を完成形状に仕上げるという作業が行われる。ぎょう

鉄は職人による手作業で行われるため、曲がり外板の寸法精度品質のばらつきが問題となっ

ており、後工程での手直し作業発生の原因となる。 

以上の問題への対応策として、レーザスキャナによる曲がり外板の工作精度評価システム

[44][45]は開発された。システムの概要図を図 6-3 に、システムの工場への導入例を図 6-4
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に示す。システムを利用すると、レーザスキャナという 3次元計測機器により得られた曲がり外

板の計測データと設計形状を表すCADデータを重ね合わせて比較することにより、曲がり外

板の曲面形状の誤差を定量的に可視化することができる。したがって、このシステムをぎょう

鉄工程に導入することによって、曲がり外板の工作精度のばらつきを低減させることが可能で

あり、曲がり外板の品質向上によって後工程での手直し作業を減少させることができると考え

られる。 

 

 

図 6-3 曲がり外板工作精度評価システムの概要[44] 

 



 

 

 

ケーススタディ 

60 

 

図 6-4 曲がり外板工作精度評価システムの工場導入例[45] 

 

本ケーススタディにおいてシステムを導入する場合には、図 6-2の外板加工ライン中に示

されているバーナーの位置にシステムを導入することになる。 

 ケーススタディ 1：設備導入効果の検証と導入コスト

を含めた分析 

本節では、曲がり外板の工作精度評価システムの導入によって、システムの導入前後で曲

がりブロック製造プロセスの所要時間と合計費用がどのように変化するかを検証する。同時に、

システムの導入によって変化する組織モデルのパラメータ（費用と誤差発生確率）の変動に

よるシミュレーション結果の感度を分析する。さらに、システムの導入コストを概算し、導入コス

トを含めたうえで所要時間と合計費用の関係について調べる。 
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6.3.1 シミュレーションの入力 

6.3.1.1 製品モデルの設定 

曲がりブロック 1つの製品モデルにおける部品と部品間の依存関係を図 6-5に示す。1つ

の曲がりブロックは 4枚の曲がり外板と 6個のロンジ、2個のトランスからなる。簡単のために、

30 個の曲がりブロックはすべて同じ製品モデルで表されるとする。また、各部品の誤差の許

容値を表 6-1 に示す。製品モデル内の末端の部品である曲がり外板、ロンジ、トランスにつ

いてそれぞれ誤差の許容値を設定し、各中間製品と曲がりブロックの誤差の許容値につい

ては依存する部品の許容値の総和とした。 

 

 

図 6-5 曲がりブロックの部品と部品間の依存関係 
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表 6-1 曲がりブロックの部品の誤差の許容値 

 

 

6.3.1.2 ワークフローモデルの設定 

曲がりブロック 1 つを製造するワークフローを図 6-6 に示す。ワークフローは曲がり外板加

工、ロンジ加工、トランス小組立、ブロック大組立の 4 つの工程からなる。図 6-2 に示した工

場のレイアウトとそれぞれの工程の対応関係を色付けして表示している。30 個の曲がりブロッ

クはすべて同じワークフローで製造されるとする。また、各タスクの工数と対象とする部品を表 

6-2に示す。 
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図 6-6 曲がりブロック製造のワークフロー 

 

表 6-2 曲がりブロック製造のタスクの工数と対象とする部品 
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6.3.1.3 組織モデルの設定 

設定した組織モデルのうち、人員の情報を表 6-3 に、設備の情報を表 6-4 に示す。組織

モデルは 14人の人員と 21台の設備からなる。 

 

表 6-3 曲がりブロック製造の人員の情報 

 

 

表 6-4 曲がりブロック製造の設備の情報 

 

 

6.3.1.4 生産設備導入による組織モデルのパラメータ変更 

曲がり外板精度評価システムの導入によって曲がりブロック製造プロセスに及ぼされる影

響は、以下の 2つであると想定される。 
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 ワークフローの「ぎょう鉄」タスクにおける曲がり外板の誤差の減少 

 ワークフローの「ぎょう鉄」タスクにおける設備の単位時間あたりの費用の増加 

 

よって本ケーススタディでは、「ぎょう鉄」タスクに対するスキル値をもつ設備である「バー

ナー」の誤差発生確率と単位時間あたりの費用が、システム導入後にそれぞれ 0.10 および

900 円になると設定した。また、誤差発生確率と単位時間あたりの費用の変化に関して感度

を分析するために、それぞれのパラメータを表 6-5 のように変化させて生産プロセスシミュ

レーションを実行し、結果を比較する。 

 

表 6-5 「バーナー」に設定した誤差発生確率と費用 

 

6.3.1.5 シミュレーションの設定 

シミュレーションにおいて工場の作業場所の制約を表現する値である、単位時間に実行で

きるワークフローの数の最大値は 3に設定した。また、1つの生産プロセスのモデルの設定に

つき 1000回ずつシミュレーションを実行した。 

6.3.2 結果 

6.3.2.1 システム導入前後の比較 

システム導入前（「バーナー」の誤差発生確率：0.20, 単位時間当たりの費用：500 円）とシ

ステム導入後（「バーナー」の誤差発生確率：0.10, 単位時間当たりの費用：900 円）の生産プ

ロセスシミュレーションの結果をプロットしたグラフを図 6-7 に示す。また、それぞれの生産プ

ロセスの所要時間と合計費用の平均と標準偏差の計算結果を表 6-6に示す。 

グラフと表から、システムの導入によって、曲がりブロックの製造プロセスの所要時間と合計

費用の両方について、平均値とばらつきが減少することがわかる。システム導入後は、所要

時間の平均値が 88時間、合計費用の平均値が 15万円減少した。 

 

初期値 導入後 その他設定した値
誤差発生確率 0.20 0.10 0.00, 0.05, 0.15
単位時間当たりの費用 [yen] 500 900 700
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図 6-7 システム導入前および導入後の結果 

 

表 6-6 システム導入前および導入後の結果の平均と標準偏差 

 

 

また、システム導入前後での生産プロセスに要した実績の工数を図 6-8 および表 6-7 に

示す。グラフ中には、実績工数の平均値と共に標準偏差の値をエラーバーで表した。 

実績工数の値もシステムの導入によって平均値とばらつきが減少していることがわかる。シ

ステム導入後は、実績工数の平均値は 219時間減少した。 

 

平均 標準偏差 平均 標準偏差
導入前 642 35 999 22
導入後 555 24 984 14
差（導入後 - 導入前） -88 - -15 -

合計費用
[10^4 yen]

所要時間
[hour]
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図 6-8 システム導入前および導入後の実績工数 

 

表 6-7 システム導入前および導入後の実績工数の平均と標準偏差 

 

 

6.3.2.2 誤差発生確率の変化による影響 

組織モデルの「バーナー」の単位時間あたりの費用を 500 円（初期値）に固定した場合に

おいて、誤差発生確率を表 6-5 のように変化させたときのそれぞれの生産プロセスシミュ

レーション結果をプロットしたグラフを図 6-9 に示す。また、各設定値について生産プロセス

の所要時間と合計費用の平均と標準偏差の計算結果を表 6-8に示す。 

グラフから、「バーナー」の「ぎょう鉄」タスクに対する誤差発生確率が減少するにしたがって、

曲がりブロック製造プロセスの所要時間と合計費用の両方について、平均値とばらつきが共

に減少することがわかる。 

 

平均 標準偏差
導入前 4208 87
導入後 3989 49
差（導入後 - 導入前） -219 -

実績工数[hour]
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図 6-9 「バーナー」の誤差発生確率を変化させた場合の結果 

 

表 6-8 「バーナー」の誤差発生確率を変化させた場合の結果の平均と標準偏差 

 

 

6.3.2.3 費用の変化による影響 

組織モデルの「バーナー」の単位時間あたりの費用を表 6-5 に示す 3 つの値に設定した

場合の生産プロセスシミュレーションの結果の平均をプロットしたグラフを図 6-10 に示す。そ

れぞれの場合について、誤差発生確率も表 6-5に示す 5つの値に変化させてシミュレーショ

ンを実行した。 

誤差発生確率 平均 標準偏差 平均 標準偏差
0.00 516 10 924 6
0.05 530 16 931 9
0.10 554 23 944 14
0.15 593 28 967 17
0.20 642 35 999 22

所要時間
[hour]

合計費用
[10^4 yen]
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グラフから、設定したすべての誤差発生確率の値において同様の合計費用の増加傾向が

みられる。具体的には、誤差発生確率が等しいとき、「バーナー」の単位時間あたりの費用が

200円増加すると、生産プロセスにかかる合計費用は約 20万円増加することがわかる。 

 

 

図 6-10 「バーナー」の費用を変化させた場合の結果 

 

6.3.2.4 生産設備導入コストとの比較 

曲がり外板の工作精度評価システムの導入により、「バーナー」の単位時間あたりの費用と

「ぎょう鉄」タスクに対する誤差発生確率が変化する場合について、生産設備導入コストを考

慮したシステム導入前後の結果の比較を行う。 

曲がり外板の工作精度評価システムは文献[45]において、3 次元レーザスキャナ 1 台と計

測データの解析用のソフトウェア、それを動かす計算機などから構成される。レーザスキャナ

および計算機の耐用年数は 5年であり[46]、システム導入によって 5年間で生じる固定コスト

はおよそ 2千万円である。本ケーススタディにおける造船所では同一の船舶が年間で 3隻建

造されると仮定すると、システムの 1 隻あたりの導入コストはおよそ 133 万円と計算することが

できる。 

また、シミュレーションで得られた結果より、船舶 1 隻分の曲がりブロック 30 個を製造する

プロセスの所要時間と合計費用は表 6-6に、実績工数は表 6-7に示される値となる。 
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したがって、システムの導入コストを考慮すると、本ケーススタディにおける造船所では、船

舶 1 隻あたり約 120 万円の費用の増加によって曲がりブロック製造プロセスの所要時間を約

90時間、実績工数を約 220時間削減できるということがわかる。 

 ケーススタディ 2：作業場所制約の違いによる設備導

入効果の変化の分析 

本節では、工場の作業場所の制約の違いによって、曲がり外板の工作精度評価システム

の導入効果がどのように変化するかを確認する。具体的には、工場の作業スペースの広さが

変化した場合の、生産プロセスの所要時間と合計費用にシステム導入が与える影響の違い

を分析する。工場の作業スペースの制約を表現するパラメータである、単位時間に実行でき

るワークフローの数を変化させてシミュレーションを実行し、それぞれの結果を比較する。 

6.4.1 シミュレーションの入力 

6.4.1.1 モデルの設定 

シミュレーションに用いる製品モデル、ワークフローモデル、組織モデルはケーススタディ 1

と同様に、それぞれ 6.3.1.1, 6.3.1.2, 6.3.1.3で示したモデルを用いた。 

6.4.1.2 生産設備導入による組織モデルのパラメータ変更 

ケーススタディ 1と同様に、表 6-5に示すように「ぎょう鉄」タスクに対するスキル値をもつ設

備である「バーナー」の誤差発生確率と単位時間あたりの費用が、システム導入前後でそれ

ぞれ 0.20から 0.10および 500円から 900円に変化するものとして設定した。 

6.4.1.3 シミュレーションの設定 

工場の作業スペースの広さの違いによるシミュレーション結果の変化を調べるために、単

位時間に実行できるワークフローの数の最大値を 2, 3, 4, 5 の 4 種類に設定した。それぞれ

の値の設定につき、ケーススタディ 1 と同様に 1000回ずつシミュレーションを実行した。 
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6.4.2 結果 

単位時間に実行できるワークフローの数の最大値のそれぞれの設定値について、生産プ

ロセスシミュレーションの結果をプロットしたグラフを図 6-11 に示す。グラフ中の各点はいず

れも 1000 回のシミュレーション結果の平均値を表している。また、それぞれの設定値のシミュ

レーション結果の平均値と標準偏差をそれぞれ表 6-9, 表 6-10, 表 6-11, 表 6-12 に示す。 

 

 

図 6-11 ワークフローの同時実行数の最大値を変化させた場合の結果 

 

表 6-9 ワークフローの同時実行数の最大値が 2の場合の平均と標準偏差 

 

 

平均 標準偏差 平均 標準偏差
導入前 887 41 999 21
導入後 778 26 982 13
差（導入後 - 導入前） -109 - -16 -

所要時間 [hour] 合計費用 [10^4 yen]
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表 6-10 ワークフローの同時実行数の最大値が 3の場合の平均と標準偏差 

 

 

表 6-11 ワークフローの同時実行数の最大値が 4の場合の平均と標準偏差 

 

 

表 6-12 ワークフローの同時実行数の最大値が 5の場合の平均と標準偏差 

 

 

すべての単位時間に実行できるワークフローの数の最大値の設定値について、システム

の導入によって生産プロセスの所要時間、合計費用の平均およびばらつきが共に減少して

いることがわかる。 

生産プロセスの所要時間に関しては、実行できるワークフローの数の最大値が小さいほど

大きな削減効果が出ていることが見受けられる。 

生産プロセスの合計費用に関しては、実行できるワークフローの数の最大値の変化による

削減効果にほとんど差がないことがわかる。 

以上から、工場の作業場所が狭いほど、曲がり外板の工作精度評価システムの所要時間

の削減についての導入効果をより大きく得ることができるが、合計費用の削減効果について

は作業場所の制約の違いによる影響を受けないということがわかる。 

  

平均 標準偏差 平均 標準偏差
導入前 642 35 999 22
導入後 555 24 984 14
差（導入後 - 導入前） -88 - -15 -

所要時間 [hour] 合計費用 [10^4 yen]

平均 標準偏差 平均 標準偏差
導入前 547 29 1000 21
導入後 474 19 985 14
差（導入後 - 導入前） -73 - -15 -

合計費用 [10^4 yen]所要時間 [hour]

平均 標準偏差 平均 標準偏差
導入前 510 28 1000 22
導入後 438 17 983 13
差（導入後 - 導入前） -72 - -17 -

所要時間 [hour] 合計費用 [10^4 yen]
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 ケーススタディ 3：技術レベルの違いによる設備導入

効果の変化の分析 

本節では、人員の技術レベルの違いによって、曲がり外板の工作精度評価システムの導

入効果がどのように変化するかを確認する。具体的には、システムの導入対象工程である

ぎょう鉄工程の人員の技術レベルが変化した場合の、生産プロセスの所要時間と合計費用

にシステム導入が与える影響の違いを分析する。ぎょう鉄作業者の技術レベルを表すパラ

メータである誤差発生確率を変化させてシミュレーションを実行し、それぞれの結果を比較す

る。 

6.5.1 シミュレーションの入力 

6.5.1.1 モデルの設定 

シミュレーションに用いる製品モデル、ワークフローモデルについては、ケーススタディ 1, 2

と同様に、それぞれ 6.3.1.1, 6.3.1.2で示したモデルを用いた。 

組織モデルについては、ぎょう鉄作業者の技術レベルの違いを表現するために、「ぎょう鉄」

タスクを担当する人員である「外板加工 3」、「外板加工 4」、「外板加工 5」の「ぎょう鉄」タスク

についての誤差発生確率を表 6-13に示すように 0.05, 0.10, 0.15の 3種類の値に設定した。

誤差発生確率の設定値が小さいほど、ぎょう鉄作業者は曲がり外板を精度よく曲げ加工する

ことができるということを意味する。 
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表 6-13 曲がりブロック製造の人員の情報（ケーススタディ 3） 

 

 

6.5.1.2 生産設備導入による組織モデルのパラメータ変更 

ケーススタディ 1, 2 と同様に、表 6-5に示すように「バーナー」の誤差発生確率と単位時間

あたりの費用が変化するものとして設定した。 

6.5.1.3 シミュレーションの設定 

ケーススタディ 1 と同様に、単位時間に実行できるワークフローの数の最大値を 3 に設定

した。それぞれの組織モデルの設定につき、ケーススタディ 1, 2 と同様に 1000 回ずつシミュ

レーションを実行した。 

6.5.2 結果 

「外板加工」を担当する人員の「ぎょう鉄」タスクの誤差発生確率のそれぞれの設定値につ

いて、生産プロセスシミュレーションの結果をプロットしたグラフを図 6-12 に示す。グラフ中の

各点はいずれも 1000 回のシミュレーション結果の平均値を表している。また、それぞれの組

織モデルのシミュレーション結果の平均値と標準偏差をそれぞれ表 6-14, 表 6-15, 表 

6-16に示す。 
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図 6-12 ぎょう鉄作業者の誤差発生確率を変化させた場合の結果 

 

表 6-14 ぎょう鉄作業者の誤差発生確率が 0.05の場合の平均と標準偏差 

 

 

表 6-15 ぎょう鉄作業者の誤差発生確率が 0.10の場合の平均と標準偏差 

 

 

平均 標準偏差 平均 標準偏差
導入前 597 29 970 17
導入後 530 17 970 10
差（導入後 - 導入前） -67 - 0 -

所要時間 [hour] 合計費用 [10^4 yen]

平均 標準偏差 平均 標準偏差
導入前 642 35 999 22
導入後 555 24 984 14
差（導入後 - 導入前） -88 - -15 -

所要時間 [hour] 合計費用 [10^4 yen]
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表 6-16 ぎょう鉄作業者の誤差発生確率が 0.15の場合の平均と標準偏差 

 

 

すべての誤差発生確率の設定値について、システムの導入によって生産プロセスの所要

時間の平均およびばらつきと、合計費用のばらつきが共に減少していることがわかる。合計

費用の平均については、誤差発生確率が 0.10 と 0.15 の場合では減少効果が見られたが、

誤差発生確率が 0.05の場合ではシステム導入前後の値の差が現れなかった。 

生産プロセスの所要時間と合計費用の両方に関して、「ぎょう鉄」タスクを担当する人員の

誤差発生確率の値が大きいほど、平均値とばらつきの削減効果が大きく出ていることがわか

る。つまり、ぎょう鉄作業者の技術レベルが低い場合の方が、より大きな曲がり外板の工作精

度評価システムの導入効果を得ることができるということを意味する。 

平均 標準偏差 平均 標準偏差
導入前 700 38 1038 25
導入後 593 28 1007 17
差（導入後 - 導入前） -106 - -31 -

合計費用 [10^4 yen]所要時間 [hour]
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 はじめに 

本章では、本研究における考察について述べる。提案手法に関する考察では、製品モデ

ルにおける誤差、工数や組織のスキルの決定方法について記述する。ケーススタディに関す

る考察では、ケーススタディ 1, 2, 3 で得られた結果に対して考察を述べ、さらに生産設備を

現実の造船所へ導入した結果とケーススタディの結果を比較する。また、本研究の課題につ

いても触れる。 

 提案手法に関する考察 

本節では、提案手法に関する考察について述べる。提案手法における誤差のモデルにつ

いてや、造船業で一般的に利用される工数の見積もりの方法、作業者のスキルの標準化の

方法について記述する。 

7.2.1 部品の誤差の許容値について 

本研究の提案手法では、製品モデルの作成時に各部品の誤差の許容値を設定する必要

がある。 

造船工程では、過去に建造された船舶を対象に工作精度を計測し、その値を基にそれぞ

れの部材や作業の工作精度の標準範囲と許容限界を定めた「日本鋼船工作法精度基準

（Japan Shipbuilding Quality Standard; JSQS）[47]」が設定されている。また、各造船所では

JSQS の標準を参考にした独自の精度基準を設定しており、この基準を満たさない場合に実

際に手直し作業が行われている。製品モデル中の部品の誤差の許容値は、これらの工作精

度の限界値を参照して設定することが望ましい。 

また、パラメータを設定した後で生産プロセスシミュレーションを実行し、シミュレーション結

果が該当の造船所での実績値とおよそ一致するかどうかを確認して、パラメータを調整する

作業が必要である。 

7.2.2 造船業における工数の見積もり 

本研究の提案手法では、ワークフローモデルの作成時に各タスクごとに工数を定義する必

要がある。 
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一般的に、造船業での工事量𝑊は人員 1人が 1時間労働した際の労働量で換算され、こ

れを作業量を時間数𝐻で表す[40]。作業量は効率を表す換算係数𝐾を用いて式(7.1)の関係

を持つ。 

 

𝐻 = 𝐾 ∙ 𝑊 (7.1) 

 

工事量の算定には、その工事量を代表する物量（管理量）を選択し、その物量の大きさで

工事量を代表させる。管理量の原単位（メートル、トン、平方メートル、個数など）は管理単位

と呼ばれており、代表的な船殻工事の作業の種類と一般に用いられている管理単位の関係

を表 7-1 に示す。実際の造船現場で提案手法を運用する際には、製品の設計データから得

られる管理量をもとに工数を見積もり、モデルに定義することとなる。例えば、切断作業であ

れば、切断長を管理量、切断速度を効率として作業量を計算する。 
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表 7-1 船舶建造プロセスの作業の種類と管理単位[40] 
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7.2.3 人員と設備のスキルについて 

本研究の提案手法では、組織モデルの作成時に人員および設備のスキル値や誤差発生

確率を入力する必要がある。 

一般的な製造業の現場では、スキルマップと呼ばれる、人員ごとに保有している技能を可

視化するための管理表が利用されている。原口ら[48]は、スキルマップを表現するための「ス

キルインデックス」という技能指標を提案し、その指標を用いて作業者の不得意なタスクへ優

先的に作業割り当てを行うことで、組織の作業の熟練化についてシミュレーションを行ってい

る。製品𝑗についてのタスク𝑘の標準作業時間を𝑆𝑇𝑗𝑘, 作業者𝑖の実作業時間を𝐸𝑇𝑗𝑘𝑖としたとき、

原口らの提案するスキルインデックス𝑠𝑗𝑘𝑖は式(7.2)で求められる。 

 

𝑠𝑗𝑘𝑖 =
𝑆𝑇𝑗𝑘

𝐸𝑇𝑗𝑘𝑖
 (7.2) 

 

作業者の実作業時間が標準作業時間よりも長いか短いかによって、訓練が必要な作業者

を判定することが可能な指標となっている。 

この例のように、種々のスキルの数値化の方法が提案されており、本研究の提案手法にお

いても、これらの指標や造船所でのスキルの標準化の方法を参考にしてパラメータの設定が

可能であると考えられる。 

設備のスキル値や誤差発生確率については、それぞれの生産設備の仕様に基づいて入

力することができる。 

また、組織モデルのパラメータも、7.2.1で述べたようにシミュレーションの結果と実績がおよ

そ合致するように調整する必要がある。 

 ケーススタディに関する考察 

本節では、それぞれのケーススタディで得られた結果に対して考察する。また、現実の造

船所での曲がり外板の工作精度評価システムの導入事例とケーススタディの結果を比較する。 

7.3.1 誤差発生確率と費用の変化による影響 

ケーススタディ 1では、ぎょう鉄タスクの誤差発生確率の減少と単位時間あたりの費用の増
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加が曲がりブロックの製造プロセスのパフォーマンスに与える影響を調査した。 

まず、ぎょう鉄工程での誤差発生確率が減少すると、生産プロセスの所要時間と合計費用

の両方について平均とばらつきが共に削減されるという結果が得られたことについて考察す

る。提案手法における生産プロセスシミュレーションでは、部品の誤差が一定量を超えると手

直し作業として工数が増加するという現象がモデル化されている。部品の誤差が減少するこ

とは誤差の許容値をオーバーする部品数が減少することにつながり、結果として手直し作業

による工数が軽減されることになる。工数の軽減は直接的に所要時間と合計費用の減少に

つながるため、この結果は妥当であるといえる。 

また、誤差発生確率が等しい場合には、ぎょう鉄タスクの単位時間あたりの費用が増加し

た場合の生産プロセスの合計費用の増加量は一定であるという結果が得られた。誤差発生

確率が等しい場合は、すべてのタスクについて手直し作業が発生する割合は平均的に等し

くなる。つまり、ケーススタディにおいては、ランニングコストが増加したぎょう鉄タスクの合計の

工数は等しいため、一定の割合で合計費用の増加の現象が発生する。 

7.3.2 作業場所の制約の違いによる導入効果の変化 

ケーススタディ 2 では、工場の作業場所の広さの違いによって、システムの導入効果がど

のように変化するかを調べた。 

まず、作業スペースが狭い方が、システム導入によって削減される生産プロセスにかかる

所要時間が大きいという結果が得られたことについて考察する。システム導入によりぎょう鉄タ

スクでの誤差の発生が少なくなり、結果としてぎょう鉄タスクやその後続タスクでの手直し作業

の発生が軽減される。狭い作業スペースの場合では、1つのブロック製造プロセスにおける手

直しによる作業の遅延が、後に製造されるブロックの製造開始時刻に与える影響が広い作業

スペースの場合よりも大きい。この理由から、狭い作業スペースでは所要時間に関してシステ

ム導入効果がより大きくなったと考えられる。 

また、作業スペースの制約の違いによって、システム導入による合計費用の削減効果は変

化が見られなかった。同時に実行可能なワークフロー数の最大値が変化しても、それぞれの

場合におけるぎょう鉄タスクでの誤差の発生量の平均は等しくなる。したがって、手直しを含

めた工程全体の作業量の平均は各場合において等しくなるため、合計費用の削減効果には

変化が現れなかったと考えられる。 
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7.3.3 技術レベルの違いによる導入効果の変化 

ケーススタディ 3 では、ぎょう鉄作業者の技術レベルの違いによって、システムの導入効果

がどのように変化するかを調べた。 

ケーススタディの結果から、ぎょう鉄作業者の技術レベルが低い場合の方が、システム導

入の効果がより大きいということがわかった。ぎょう鉄の技術レベルがある程度高い場合には、

曲がり外板の加工完了時の工作誤差は一定の水準以下に抑えられており、曲がり外板の工

作誤差に基づく手直し作業は技術レベルが低い場合に比べて少なくなっていると考えられる。

したがって、技術レベルが低い場合の方がシステム導入によって軽減できる手直し作業の量

が多いために、より大きなシステム導入効果が得られたといえるだろう。 

7.3.4 実際の生産設備導入結果との比較 

7.3.4.1 曲がり外板の誤差の減少について 

ある造船所 X へ曲がり外板工作精度評価システムを導入したところ、図 7-1 に示すように、

システム導入前は外板曲面の仕上がりが許容値に収まらない範囲が 70%以上あったが、導

入後は 50%以上が許容値に収まるようになったという結果が得られている。 

 

 

図 7-1 曲がり外板の曲面不適合率の変化[45] 

 

さらに、図 7-2 に示すように、実際に製造された曲がり外板について、設計形状の曲面か

らの距離誤差のばらつきがシステム導入により小さくなったという結果も得られている。 
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図 7-2 曲がり外板の距離誤差のばらつきの変化[45] 

 

以上のデータから、曲がり外板の工作精度評価システムの導入によって、現実の造船所で

実際に曲がり外板の誤差が減少しているということが明らかになっている。ケーススタディで

は、システムの導入によって「ぎょう鉄」タスクについての設備の誤差発生確率が減少すると

想定したが、この想定は妥当なものであるということがいえる。 

7.3.4.2 所要時間の削減について 

該当の造船所 Xでヒヤリングを行ったところ、以下の事実を確認することができた。 

 

 曲がり外板の品質不良による手直し作業の工数は、平均すると船舶 1隻あたり約 200

時間である。 

 曲がり外板のぎょう鉄工程に、実際に曲がり外板工作精度評価システムを導入したと

ころ、船舶 A, B, Cについて以下の実績が得られた。 

 船舶 A では、組立工程での曲がり部の焼き手直し時間は約 30 時間であった。

このときのシステムの導入率はおよそ 75%であった。 

 船舶 B では、組立工程での曲がり部の焼き手直し時間は約 10 時間であった。

このときのシステムの導入率はおよそ 80%であった。 

 船舶 C では、組立工程での曲がり部の焼き手直し時間はほぼ 0 になった。この

ときのシステムの導入率はおよそ 90%であった。 
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曲がりブロック製造プロセスについてのケーススタディにおいて、6.3.2のシステム導入前後

の比較結果では、システム導入による所要時間の削減効果は約 90 時間、実績工数の削減

効果は約 220時間であった。ケーススタディでの製品、ワークフロー、組織モデルの設定と造

船所 X における製品、ワークフロー、組織の実態は異なっている可能性があり、そのために

ケーススタディの結果と造船所 X での結果を厳密に比較することはできないが、システム導

入による効果のオーダーは一致しているといえる。 

したがって、曲がりブロック製造プロセスのケーススタディの結果は妥当なものであると考え

ることができる。 

 本研究の課題 

本研究の提案手法では船舶の生産プロセスのモデル化が簡易的であるため、実際の造

船現場で提案手法を運用してより現実に近い評価を行うためには、モデルの詳細化が必要

となると考えられる。 

製品モデルについては、既存の造船生産管理システムや造船 CAD から得られる情報に

基づいて作成する必要がある。 

また、製品についての管理量などを利用してワークフローモデルの工数は決定されるべき

である。溶接工程を例に挙げて説明する。現実の造船所では、各ブロックの溶接工数はブ

ロックの設計データから算出される溶接長と単位溶接長あたりの工数の積に、溶接姿勢（上

向き、下向きなど）ごとに定義される溶接の難易度を表す係数を掛けて見積もられる。7.2.2で

も説明したが、造船の各工程には工数の定義方法が存在するため、それらに則った工数定

義の方法を採用するとよいだろう。 

組織モデルについても、各造船所で作業スキルの標準化がなされている場合があり、その

データ等を用いてスキルに関するパラメータを定義すべきである。また、組織の人員には入

れ替えが発生する。新しい人員は作業の反復を通して作業に習熟し、スキルが向上するとい

う過程を経る。このような人員の入れ替えや作業の習熟曲線なども考慮するとより現実に則し

たモデルを構築することが可能である。 

以上のシミュレーションに用いるデータは既存の造船用の様々なソフトウェアで管理されて

いるものである。これらのデータから自動的に本研究の生産プロセスシミュレータの入力デー

タを作成するソフトウェアがあれば、現場での運用を大いに手助けすることができる。 

さらに、本研究の生産プロセスシミュレータを実際の造船現場で運用するためには、現場
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の情報を簡単にシミュレータに入力し、所要時間や費用、工数などに限らず、ガントチャート

なども含む様々なシミュレーション結果をわかりやすく確認できるようなユーザインタフェース

も必要不可欠である。 
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第8章 結論 
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 結論 

本研究では、船舶の生産プロセスにおいて、新規生産設備を導入した際の効果を定量的

に評価した。具体的には、生産プロセスで対象とする製品の製造誤差に基づく手直し作業を

考慮した生産プロセスシミュレーションを利用して、新規生産設備導入によるプロセス全体の

時間と費用への影響を評価する手法を提案した。 

また、船舶の曲がりブロック建造プロセスにおけるぎょう鉄工程に、曲がり外板工作精度評

価システムを導入する際の生産プロセスへの影響を提案手法を用いて評価し、以下の知見

を得た。 

 

 ぎょう鉄工程にシステムを導入すると、曲がり外板に発生する誤差が減少することに

よって、曲がりブロック製造プロセス全体にかかる作業時間と費用の平均とばらつきの

両方を減少させる効果が得られる。 

 曲がりブロック製造の作業場所が狭い場合は、広い場合と比較してシステム導入によ

る製造プロセス全体の作業時間の削減効果が大きい。 

 ぎょう鉄作業者の技術レベルが低い場合は、技術レベルが高い場合と比較してシステ

ム導入による製造プロセス全体にかかる作業時間と費用を減少させる効果が大きい。 

 

以上のように、提案手法を用いて、船舶の生産プロセスにおける生産設備の導入の効果

を工場の制約の違いや組織の違いに基づいて定量的に評価できることを示した。 

 今後の展望 

本研究では曲がり外板の工作精度評価システムの導入についてケーススタディで評価し

た。近年の造船生産技術で注目を集めているレーザ切断、レーザ溶接の技術や、他のレー

ザ計測技術の導入に関する評価を行うことも有意義であると考えられる。 

また、設備投資に費やせる金額が限られている中でより効果的に生産プロセスのパフォー

マンスを向上させるためには、どの生産工程にどのような生産設備を導入すれば最も効果的

かを調査できることが望ましい。このような手法を構築することができれば、船舶建造プロセス

の改善のためのより効率的な設備投資が可能になるだろう。 

さらに、本研究における考え方を船舶建造プロセス以外の製造業においても利用できるか
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どうかを検討し、製造業における意思決定を支援したい。 
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